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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

営業収益 （千円） － － － － 15,787,881

経常利益 （千円） － － － － 3,945,745

当期純利益 （千円） － － － － 2,413,746

包括利益 （千円） － － － － 2,413,746

純資産額 （千円） － － － － 16,648,212

総資産額 （千円） － － － － 79,101,340

１株当たり純資産額 （円） － － － － 701.24

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － 101.66

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － － － 21.05

自己資本利益率 （％） － － － － 15.26

株価収益率 （倍） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － △922,865

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － △2,465,141

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － 8,545,647

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） － － － － 13,445,940

従業員数
（人）

－ － － － 177

（外、平均臨時雇用者数） (－) (－) (－) (－) (56)

（注）１．第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．株価収益率及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は非上場のため、記載して

おりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

営業収益 （千円） 6,278,605 9,560,777 9,522,236 12,013,024 12,968,583

経常利益 （千円） 1,595,168 2,940,811 2,615,088 3,257,667 3,816,710

当期純利益 （千円） 797,881 2,003,847 1,465,009 1,995,154 2,353,370

資本金 （千円） 3,603,250 3,603,250 3,603,250 4,556,609 4,556,609

発行済株式総数 （株） 1,994,200 1,994,200 19,942,000 23,741,000 23,741,000

純資産額 （千円） 8,416,398 10,420,245 11,885,255 14,994,178 16,587,836

総資産額 （千円） 19,812,617 24,219,498 46,109,889 43,228,213 58,894,905

１株当たり純資産額 （円） 422.04 522.52 595.99 631.57 698.69

１株当たり配当額

（円）

－ － － 50.40 32.00

（うち１株当たり

中間配当額）
(－) (－) (－) (13.00) (15.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 40.01 100.48 73.46 84.74 99.12

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 42.47 43.02 25.77 34.68 28.17

自己資本利益率 （％） 9.95 21.27 13.13 14.84 14.90

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － 59.47 32.28

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － △18,588,310 5,917,711 －

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － △98,179 △525,578 －

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － 20,745,688 △6,596,999 －

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） － － 9,552,914 8,288,269 －

従業員数
（人）

117 168 199 197 174

（外、平均臨時雇用者数） (23) (27) (51) (56) (53)

（注）１．第14期より連結財務諸表を作成しているため、第14期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

るキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．平成25年３月期の１株当たり配当額50.40円には、上場記念配当20.40円が含まれております。

４．株価収益率及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は非上場のため、記載して

おりません。

５．当社は、平成23年６月10日付けで普通株式１株につき10株の割合をもって株式分割を行っております。これ

に伴い、第10期、第11期、第12期の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額は、第10期の期首に当

該分割が行われたと仮定して算出しております。

６．上場記念配当を除いた場合の平成25年３月期の配当性向は35.40％であります。
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７．当社は、第10期、第11期のキャッシュ・フロー計算書を作成していないため、第10期、第11期の営業活動に

よるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現

金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

８．当社は、第12期、第13期、第14期の財務諸表につきましては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、有限責任監査法人トーマツの監査を受けておりますが、第10期、第11期の財務諸表については、当

該監査を受けておりません。

９．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。
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２【沿革】

年月 概要

平成12年６月 ソフトバンク・ファイナンス・カード株式会社設立（設立資本金 20,000千円）

平成12年11月 グッドローン（Good Loan）株式会社に商号変更し、住宅ローン事業に転換

平成13年２月 株主割当有償増資（増資後の資本金 80,000千円）

平成13年２月 株主割当有償増資（増資後の資本金 300,000千円）

平成13年５月 日本初のモーゲージバンクとして30年固定金利住宅ローン「グッド住宅ローン」の取扱開始

平成14年５月 株主割当有償増資（増資後の資本金 450,000千円）

平成15年２月 本店移転：東京都港区六本木一丁目６番１号

平成16年４月 無償増資（資本準備金の資本組入、増資後の資本金 600,000千円）

平成16年12月
住宅金融公庫（現：独立行政法人住宅金融支援機構、以下「住宅金融支援機構」といいます。）と提

携、長期固定金利住宅ローン「フラット３５」の取扱開始

平成17年１月 グッド住宅ローン株式会社に商号変更

平成17年２月 第三者割当有償増資（増資後の資本金 1,000,000千円）

平成17年５月

ＳＢＩモーゲージ株式会社に商号変更

第三者割当有償増資（増資後の資本金 2,603,125千円）

第１回新株予約権発行

平成17年９月 住宅ローン残高 1,000億円突破

平成18年３月

住宅ローン残高 2,000億円突破

ソフトバンク・インベストメント株式会社（現：ＳＢＩホールディングス株式会社）が最大株主である

ファイナンス・オール株式会社を吸収合併

平成18年４月

ＳＢＩモーゲージ・コンサルティング株式会社と合併

吸収合併存続会社：ＳＢＩモーゲージ株式会社

吸収合併消滅会社：ＳＢＩモーゲージ・コンサルティング株式会社

平成18年７月 第三者割当有償増資（増資後の資本金 3,603,250千円）

平成18年９月 日本初の本格的な住宅ローン代理店制度を構築

平成19年２月 初のフランチャイズ方式店舗（以下「ＦＣ店舗」といいます。）「ＳＢＩ住宅ローン名古屋」オープン

平成19年４月 住宅ローン残高 3,000億円突破

平成19年８月 「フラット３５（保証型）」の取扱開始

平成20年９月 住宅ローン残高 4,000億円突破

平成21年７月 住宅ローン残高 5,000億円突破

平成22年２月
50号ＦＣ店舗突破

住宅ローン残高 6,000億円突破

平成22年３月 金融商品仲介業務開始

平成22年７月 住宅ローン残高 7,000億円突破

平成22年11月 住宅ローン残高 8,000億円突破
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年月 概要

平成22年12月 100号ＦＣ店舗突破

平成23年３月 住宅ローン残高 9,000億円突破

平成23年６月 株式１：10分割（発行済株式総数：19,942,000株）

平成23年８月
家賃返済特約付き「フラット３５」の取扱開始

住宅ローン残高１兆円突破

平成23年11月 「ＳＢＩフラットハーフ＆ハーフ」の取扱開始

平成24年１月 コールセンター開設

平成24年４月

新株発行3,799,000株（発行済株式総数：23,741,000株）

「ＳＢＩフラットα」の取扱開始

日本法人として初めて当社普通株式を裏付資産とする韓国預託証券（以下「当社ＫＤＲ」といいま

す。）を韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）に上場

平成24年７月
住宅金融支援機構の住宅融資保険を活用したものでは日本で初めてのリフォーム用パッケージローンと

して「ＳＢＩフラットリフォーム」の取扱開始

平成24年９月 100％子会社としてSBI Mortgage Korea Co.,Ltd.を設立

平成24年10月 「借り換えメリット査定サービス」の取扱開始

平成25年１月 「ＳＢＩフリーダム」の取扱開始

平成25年４月 住宅ローン残高１兆５千億円突破

平成25年５月 住宅ローン累計実行金額２兆円突破

平成25年10月 ＳＢＩリース株式会社を100％子会社化
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３【事業の内容】

　当社グループは、親会社であるＳＢＩホールディングス株式会社が形成する企業集団ＳＢＩグループの金融サービ

ス事業に属しております。

　当社グループは、主たる事業として、証券化を資金調達手段とし、住宅ローンのオリジネーション（貸付）及び

サービシング（回収）を行う、いわゆるモーゲージバンク事業を営んでおります。創業以来、インターネットによる

全期間固定金利型住宅ローンの顧客開拓及び販売に注力してまいりましたが、平成19年２月より、フランチャイズ方

式による当社代理店の全国展開を推し進めています。店舗では、インターネットだけでは十分ではなかったお客様へ

のコンサルティングサービスや住宅ローンのお申し込み、ご契約に関するお手続きなど幅広いサービスをフェイス・

トゥ・フェイス（対面）で提供しております。今後も、新規出店を進め、住宅ローンのオリジネーションの拡大に努

めてまいります。

　また、平成25年10月にＳＢＩリース株式会社を100％子会社化したことに伴い、コンピューター及びソフトウェ

ア、事務用機器、通信機器等のリース事業等を行っております。これにより、当社グループの販売網を活用したリー

スを中心とするフィナンシャルソリューションの提供が可能になるとともに、当社顧客を対象とした個人向けリース

等様々な展開が可能になる体制構築に注力してまいります。

　事業系統図は次のとおりです。

 

（注）　住宅金融支援機構が発行する貸付債権担保住宅金融支援機構債券
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（取扱商品）

　現在当社が取り扱っている主な住宅ローン商品は以下のとおりであります。当社でオリジネートされた住宅ローン

債権は、原則として、住宅金融支援機構や信託銀行にそれぞれ債権譲渡又は信託譲渡され、当該住宅ローン債権を裏

付資産とする住宅ローン担保証券（Mortgage-Backed Securities、以下「ＭＢＳ」といいます。）又は信託受益権が

発行され、投資家へ販売されます。なお、当社は住宅金融支援機構や信託銀行から委託を受けて、債権譲渡又は信託

譲渡後の住宅ローン債権に関するサービシング業務を行っています。

商品名 商品内容 特徴

「フラット３５」 35年固定金利型ローン
住宅金融支援機構の証券化支援事業（買取型）（注）

１を活用したローン

「ＳＢＩフラットα」
「フラット３５」併用

第二順位抵当ローン

住宅金融支援機構の証券化支援事業（パッケージ型）

（注）２を活用したローン

「ＳＢＩフラットつなぎ」
「フラット３５」併用

つなぎローン

「フラット３５」が実行される前の土地取得や建物建

築のためのローン

「ＳＢＩフリーダム」 変動・固定金利選択型ローン
民間銀行と信託受益権譲渡の仕組みを活用して開発さ

れたローン

「ＳＢＩフリーダムα」
ＳＢＩフリーダム併用

第二順位抵当ローン
第二順位証券化ローン

（注）１．住宅金融支援機構が、民間金融機関が融資する長期固定金利の住宅ローン債権を買取り、証券化を行う制

度。

２．住宅金融支援機構が、民間金融機関が融資する住宅ローン債権に融資保険を提供する制度。

 

（販売チャネル）

　当社は、インターネット及び不動産業者営業による顧客開拓及び販売に注力してまいりましたが、平成19年２月よ

り、フランチャイズ方式による当社の代理店展開を開始致しました。当社の店舗は、平成26年３月末現在、全国に

175店舗を展開しており、当社の主力販売チャネルとなっています。代理店運営法人数は56社であり、地区別店舗数

は以下のとおりです。

地区 店舗数

北海道 10店

東北 ９店

関東 76店

甲信越・北陸 ７店

東海 20店

関西 27店

中国・四国 ５店

九州 21店

計 175店
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４【関係会社の状況】

　関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

議決権の
被所有割
合（％）

関係内容

（親会社）

ＳＢＩホールディングス

株式会社

（注）１．２

東京都港区 81,681,206

株式等の保有を通じ

た企業グループの統

括・運営等

 －
 56.50

(5.23)

役員の兼任…有

システム、広告宣伝

業務の委託

（連結子会社）

ＳＢＩリース株式会社

（注）３．４

東京都港区  780,000 リース事業等  100.00  － 役員の兼任…有

（注）１．当社普通株式については、韓国預託決済院（ＫＳＤ）がその全てを所有しておりますが、ＳＢＩホールディ

ングス株式会社は、韓国預託決済院（ＫＳＤ）が当社普通株式を裏付資産として発行した当社ＫＤＲを、実

質的に12,170,612ＫＤＲ所有しており、韓国預託決済院（ＫＳＤ）との間で締結した預託契約に基づき、間

接的に議決権を行使することが認められているため、上記「議決権の被所有割合」欄には、実質的な議決権

の被所有割合を記載しております。また、（　）は、実質的な議決権の間接被所有割合であります。

なお、議決権の被所有割合は小数点第３位以下を四捨五入して表示しております（議決権の所有割合及び株

式の所有割合を含め、以下、同じであります）。

２．ＳＢＩホールディングス株式会社は、有価証券報告書を提出しております。

　　　　３．特定子会社に該当しております。

　　　　４．ＳＢＩリース株式会社については、営業収益（連結会社相互間の内部営業収益を除く。）の連結営業収益に

占める割合が10%を超えております。

　　　　　　主要な損益情報等　　　(1) 営業収益　　　2,819,297千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　(2) 経常利益　　　　171,379千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　(3) 当期純利益　　　102,721千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　(4) 純資産額　　　3,979,278千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　(5) 総資産額　　 24,131,641千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年3月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

住宅ローン事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　174（53）

リース事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　　3 （3）

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　　177（56）

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、人材会社からの派遣社員を含み

ます。）は、年間平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成26年3月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

174（53） 34.49 3.21 4,948

 

セグメントの名称 従業員数（人）

住宅ローン事業 　　　　　　　　　　　　　　　　　174（53）

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（アルバイト、嘱託社員、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策と日本銀行の大幅な金融緩和等により、円高の是正

や株式市場の改善が進行し、企業業績や個人消費に持ち直しが見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移しま

した。住宅不動産市場においては、雇用・所得環境が改善しつつあることに加え、消費税増税前の駆け込み需要、

住宅価格や住宅ローン金利の先高感の高まりにより、平成25年度の新設住宅着工戸数は987,254戸（前年度比

10.6％増）と堅調に推移しました。

　当社グループの住宅ローン事業における主力商品である「フラット３５」においては、貸出金利が過去最低水準

で推移したことを受け、借り換えの需要が増大した一方で、前年度に実施されていた金利引き下げ等の制度拡充終

了の影響に加え、民間金融機関による住宅ローンの金利競争が激化したことにより、住宅ローンマーケット内での

商品競争力が低下し、平成25年度の独立行政法人住宅金融支援機構による「フラット３５」の買取実行戸数は

72,517戸（前年度比14.0%減）となりました。

　このような状況下で、当社グループの住宅ローン事業は、借り換え専門店の出店、アウトバウンドコールによる

集客及び「レートウォッチャー」等の借り換えサービスの拡充に注力し、住宅ローンの借り換えを積極的に推進し

たことにより、「フラット３５」の実行件数・実行金額共に過去最高の実績を達成しました。この他、民間金融機

関と提携した変動・固定金利選択型商品である「ＳＢＩフリーダム」ブランドの新商品を提供するなど、商品競争

力を強化し、収益の拡大と安定化を推し進めてまいりました。その結果、当連結会計年度の新規オリジネーション

金額は471,416百万円（前年度比2.0%増）となり、当連結会計年度末時点におけるサービシング債権額は1,865,712

百万円（前年度比24.4%増）となりました。

　また、さらなる事業多角化、企業価値の増大を目指し、当社は平成25年10月10日付で、ＳＢＩリース株式会社を

ＳＢＩホールディングス株式会社からの株式取得により子会社化（発行済株式の100%を取得）しております。これ

により、当社グループの販売網を活用したリースを中心とするフィナンシャルソリューションの提供が可能になる

とともに、当社顧客を対象とした個人向けリース等様々な展開が可能になる体制構築に注力いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の営業収益は15,787百万円となり、営業利益は3,901百万円、経常利益は3,945百万

円、当期純利益は2,413百万円となりました。

　なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、13,445百万円となりました。当連結

会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、922百万円の資金流出となりました。その主な内訳は、税金等調整前当

期純利益3,941百万円の計上、預り金6,416百万円の増加による資金の増加と、リース債権1,652百万円の増加、営

業貸付金5,498百万円の増加、長期預け金1,110百万円の増加、未収収益1,596百万円の増加、法人税等の支払1,461

百万円による資金の減少であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは2,465百万円の資金流出となりました。その主な内訳は、無形固定資産の

取得による支出945百万円と連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出1,598百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは8,545百万円の資金収入となりました。その主な内訳は、長期借入れによ

る収入8,250百万円であります。
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２【販売の状況】

(1）営業収益内訳

当連結会計年度における営業収益の内訳は、次のとおりです。

収入

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（千円）

前年同期比（％）

 住宅ローン事業 12,968,583 －

　オリジネーション・フィー売上 8,253,724 －

　サービシング・フィー売上 872,608 －

　団体信用保険売上 328,316 －

　手数料収入 403,910 －

　貸付金利息収入 1,003,885 －

　受取配当金 85,386 －

　証券化譲渡益 559,602 －

　サービシングアセット収益 1,163,333 －

 　その他 297,816 －

 リース事業 2,819,297 －

合計 15,787,881 －

（注）１．営業収益の内訳には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

 

(2）商品別オリジネーション件数

当連結会計年度の住宅ローン事業における主な商品別オリジネーション件数は、次のとおりです。

商品

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（件）

前年同期比（％）

「フラット３５」及び「ＳＢＩフ

ラットα」
24,766 －

「ＳＢＩフラットつなぎ」 7,393 －

「ＳＢＩフリーダム」及び「ＳＢＩ

フリーダムα」
491 －

　（注）１．当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

 

(3）商品別オリジネーション・フィー売上内訳

当連結会計年度の住宅ローン事業における主な商品別オリジネーション・フィー売上の内訳は、次のとおりです。

商品

当連結会計年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（千円）

前年同期比（％）

「フラット３５」及び「ＳＢＩフ

ラットα」
7,710,479 －

「ＳＢＩフラットつなぎ」 345,042 －

「ＳＢＩフリーダム」及び「ＳＢＩ

フリーダムα」
198,203 －

（注）１．商品別オリジネーション・フィー売上の内訳には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業においては、住宅ローンを利用される全てのお客様に、業界最低

水準の全期間固定金利型住宅ローンを提供するために、最先端のIT技術を積極的に取り入れ、金融ノウハウに磨きを

かけてまいりました。販売方法では、インターネットによる全期間固定金利型住宅ローンの顧客開拓や販売から、フ

ランチャイズ方式による代理店展開に大きくシフトしております。住宅ローン市場は、銀行をはじめとする民間金融

機関が熾烈な競争を繰り広げており、競争に打ち勝つには商品性やサービス面の比較優位を確保することが必要で

す。この点全期間固定金利型住宅ローンは、短期資金を資金源とする銀行にとって提供することが困難な商品である

一方、住宅金融支援機構が提携民間金融機関から買い取る「フラット３５」は、証券化を主な資金調達手段として開

発されており、現在最も競争力のある全期間固定金利型住宅ローンとなっております。当社は「フラット３５」の取

扱高で業界トップのシェアをキープしながら、さらに変動・固定金利選択型ローンである「ＳＢＩフリーダム」の投

入により商品の幅を広げ、次の成長につなげることを目指しております。

　また、当社グループのリース事業においては、継続的なインフラ投資が期待できる通信事業分野の法人顧客に対し

て積極的な営業を推進し、リース取扱高の増強に注力してまいりました。ただし、国内リース需要は増加に転じつつ

あるものの、リース会社間の競争は依然強く、リース業界を取り巻く環境には、まだ不透明さが残っております。こ

のような中、リース事業では引き続きリースニーズの高い業種・分野に狙いを定め、積極的な受注工作を行う一方、

新たなスキームの組成・受注も積極的に行っていきたいと考えております。

　当社グループは、このような戦略の下、以下の事項を課題として認識しております。

 

(1）事業戦略上の課題

　＜住宅ローン事業＞

①　商品力の強化

　当社グループの住宅ローン事業の主力商品である「フラット３５」の商品競争力が低下するなか、それを補完

する商品として、「ＳＢＩフリーダム」の商品開発に注力してまいりました。「ＳＢＩフリーダム」は、民間金

融機関と提携する形で変動や固定金利型商品等の提供を開始しました。今後、提携金融機関をさらに増やして、

商品競争力の強化を図るとともに、システム化を通じた審査スピードの構造や審査プロセスの効率化を推し進め

てまいります。

②　販売チャネルの強化

　販売チャネルである住宅ローンショップの店舗数の拡大を図ります。既存の代理店運営法人の指導サポート体

制を強化し、出店を促進するとともに、新規の代理店運営法人開拓に注力してまいります。

③　新規事業による事業の多様化

　当社グループはこれまで、証券化を用いた全期間固定金利型住宅ローンの提供を行うモーゲージバンクとして

成長してまいりました。今後一層の業務拡大を図るため、平成25年10月からＳＢＩリース株式会社を子会社化

し、既存販売網を活用したリースを中心とするフィナンシャルソリューションの提供や住宅ローン顧客を対象と

した個人向けリース等の様々な展開を可能にするとともに、住宅ローンを基点として、周辺領域への事業を拡大

し、収益の拡大と安定化を推し進めてまいります。

　　　＜リース事業＞

　　　①　既存のターゲット分野における受注の拡大

　　　　　通信事業分野及びインターネット関連事業分野は、今後も引き続き設備投資意欲が旺盛であると予想されるこ

とから、これまで培ってきたノウハウを生かし、引き続き同分野を事業領域とする顧客に対し、積極的な営業活

動を進めてまいります。また、新たなスキームの組成・受注も積極的に行い、当該分野におけるファイナンス

ニーズの取り込みを図ってまいります。

　　　②　新たな商材への取組拡大

　　　　　当社グループでは当連結会計年度より省エネルギー商材の取扱に着手しましたが、今後はさらなる取扱拡大を

実現すべく、営業推進に注力してまいります。
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(2）組織運営上の課題

①　コンプライアンスの徹底及びコーポレート・ガバナンスの強化

　全国規模の店舗網の拡大に伴いコンプライアンス意識の更なる向上と法令遵守体制の一層の強化が必要となり

ます。したがって、店舗指導サポート体制の強化、内部監査部による継続的な臨店監査の実施等により、全社一

丸となって内部管理体制の厳格化を行ってまいります。更に、韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）への上場

会社としての適時開示業務等を適切に遂行するべく経営管理体制の強化も図ってまいります。

②　従業員の意欲、能力向上及び人材の確保

　当社グループにおける競争力の源泉の一つとして、役職員の能力に裏付けされた事業運営能力があげられま

す。当社グループでは、競争力強化のため、今後も従業員一人一人の能力の向上を図っていく予定であります。

　当社グループの事業拡大に伴う人員の補充を適切なタイミングで行い、当社グループの事業成長のための人的

リソースの拡充を図るため、採用体制、人材教育体制の更なる強化を図ってまいりたいと考えております。

 

(3）財務上の課題

　当社グループが今後業容拡大していくにあたり、証券化を主要な資金調達手段として、資金使途に応じた安定的

かつ効率的な資金調達を行ってまいります。また、資本の有効活用を念頭に、適切な負債・資本のバランスを考慮

してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開における現在及び将来のリスク要因となる可能性があると考えられる主な

事項を記載しております。また、当社グループとして必ずしもリスク要因とは考えていない事項についても、投資家

の判断上又は当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家に対する積極的な情

報開示の観点から記載しております。

　なお、本項目中の記載内容については、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現

在において当社グループが判断したものであります。

 

１．事業戦略上のリスク

(1）住宅ローン事業について

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業は、証券化を資金調達手段として住宅ローンのオリジネー

ション及びサービシングを行う、いわゆるモーゲージバンクであり、当社グループは収益源の大半を住宅ローン

事業に依存しております。お客様の利便性と安心感の向上のために、商品開発やサービス改善を推進しておりま

すが、モーゲージバンクのビジネスモデルを脅かす以下のような変化があった場合、当社グループの業績及び財

務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

①　事業環境の変化による影響について

　景気動向、消費動向、金利動向、住宅着工件数の動向、人口動態、世帯動態等の経済情勢、社会構造の変化

により、住宅ローンの新規需要が減少した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性が

あります。

②　住宅ローン市場における競争の激化について

　銀行をはじめとする民間金融機関は住宅ローンをリテール向けの中核商品と位置づけ、商品性・サービスの

強化を推し進めており、熾烈な競争が行われております。今後さらに住宅ローン市場における競争の激化が進

み、住宅ローン事業の収益性が低下した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

③　「フラット３５」及び住宅金融支援機構への依存について

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業のオリジネーションの大宗を占めているのが「フラット３

５」であり、当社グループの事業は「フラット３５」に大きく依存しています。「フラット３５」は、住宅金

融支援機構が提携民間金融機関から債権を買い取り、証券化することにより実現する商品ですので、「フラッ

ト３５」の商品競争力という観点から当社グループは住宅金融支援機構及び資本市場に大きく依存していま

す。住宅金融支援機構との提携関係に何らかの変化が生じた場合、住宅金融支援機構の信用力の低下、その他

の理由により住宅金融支援機構が発行する貸付債権担保住宅金融支援機構債券の利回りが上昇した場合、又は

「フラット３５」のパフォーマンスの悪化、その他の理由により「フラット３５」の商品競争力が低下した場

合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

④　劣後信託受益権の保有について

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業は、「フラット３５」以外の一部の住宅ローン債権の証券

化にあたり、流動性補完や信用補完のため一定割合の劣後信託受益権を保有しております。劣後信託受益権の

時価評価は、デフォルト率、回収率及び期限前返済率、割引率等について一定の前提条件を設定して行ってお

ります。しかしながら、当該前提条件が裏付債権のパフォーマンスの変化や市場動向の変化により修正された

場合、劣後信託受益権の時価が下落し、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑤　「フラット３５」の再売買について

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業の主力商品である「フラット３５」は、住宅金融支援機構

と当社間で締結した住宅ローン債権売買基本契約に基づき、貸付と同時に住宅金融支援機構へ譲渡されます。

しかし、当該契約において、当社の事実表明や譲渡した住宅ローン債権に関する事実表明に重要な点における

瑕疵等があった場合、再売買の予約の実行という形で一旦譲渡された住宅ローン債権を住宅金融支援機構から

当社が買い戻すことが義務付けられています。何らかの理由により、当該再売買の予約完結権が行使された場

合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

　　　(2）リース事業について

　　　　　当社グループのリース事業は、ソフトバンク・グループが推進する通信事業に係る設備投資に積極的に参画し

ており、ソフトバンクモバイル株式会社他と大口のリース取引等を行っております。ソフトバンク・グループの

同事業が事業環境の変化等によりその成長が鈍化した場合、また、同事業における設備資金を今後リース以外の

資金調達手段にて賄った場合、当社グループのリース事業における新規リース取引が減少し、当社グループの業

績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(3）店舗展開について

　　　　　当社グループは、代理店店舗数の拡大を販売力強化のための重要な施策と位置付けております。しかしなが

ら、代理店の運営法人が見つからない場合、又は出店計画地域において適当な物件が見つからない場合、出店時

期の遅延が生じ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループは代理店の運営法人に対して、事務指導を中心とした店舗運営指導を行っておりますが、

事務指導体制の構築が店舗網の拡大に対応できない場合、貸金業法違反などの店舗運営上の問題が生じ、当社グ

ループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　その他、運営法人側の諸事情を理由とする撤退、又は新規出店を希望する運営法人の減少等により、店舗数の

拡大が計画を下回る可能性があります。上記のような事象が起きた場合、当社グループの業績及び財務状況に悪

影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）新規事業展開について

　当社グループは、今後、住宅ローン事業を核としつつ、リース事業や保険をはじめとするその他の金融商品の

取扱を積極的に進めるとともに、住宅ローンを基点とした周辺領域への新規ビジネス展開を推し進めてまいりま

す。これら新規事業においては、新たな法規制等に従うこととなりますが、何らかの理由により法規制等に抵触

し、処分等を受けた場合、本業である住宅ローン事業に支障をきたす可能性があります。また、これらの新規事

業を軌道に乗せ、継続的な事業として確立させるため、想定外の費用を負担しなければならない可能性がありま

す。更に、市場環境等の変化により、計画どおりに利益を確保できない可能性があります。このような事態が発

生し、新規事業を計画どおりに展開できなかった場合には、利益率の一時的な低下や新規事業に対する投資の回

収の困難を招くことになり、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

２．信用リスク

　当社グループの住宅ローン事業の主力商品である「フラット３５」や「ＳＢＩフリーダム」は、貸付後速やかに

債権譲渡又は信託譲渡するため、当社は原則として信用リスクを負いません。しかし、一部当社にて保有し続ける

ローン債権や証券化後劣後受益権の裏付資産となる住宅ローン債権（住宅金融支援機構が提供する融資保険の対象

となる住宅ローン債権を除く。）については、経済環境の変化や景気変動等の要因により、当該ローン債権の延滞

やデフォルトが想定を上回った場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループのリース事業におけるリース取引等は、平均して５年程度の契約期間となっており、中長期

の信用リスクを有しております。初期与信を厳格に行い、また取引開始後には定期的なモニタリングを実施するこ

とにより当該リスクの抑制に努めておりますが、今後の景気変動等により顧客の業況が悪化し、想定以上の延滞や

デフォルトが発生した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

３．免責リスク

　住宅金融支援機構が提供する融資保険が付保されている住宅ローン債権については、当該債権が融資保険約款上

の免責事由に該当した場合、本来住宅金融支援機構より交付されるはずの保険金が交付されず、信用リスクが顕在

化して、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

４．資金調達リスク

　当社グループの住宅ローン事業は、モーゲージバンクとして、住宅ローン事業の資金調達を原則債権譲渡や証券

化に依存しています。また、一部ローン商品の資金調達については、当社独自の信用力で銀行借入という形で金融

機関より資金調達をしております。当社の信用力の低下その他様々な内外部環境の変化により、住宅金融支援機構

が債権譲渡に応じなくなる場合や金融機関が証券化により組成される信託受益権や社債を購入しなくなる場合又は

金融機関が当社に対する貸付を行わなくなる場合、資金調達ができなくなり、結果としてローン商品の販売を停止

せざるを得なくなり、結果として当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループのリース事業では、リース取引等に係る物件購入のために必要な資金を金融機関から調達し

ております。当社グループの信用力の低下やその他様々な内外環境の変化により、金融機関からの資金調達が困難

になった場合には新規リース取引等を実施できず、その結果当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。
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５．天災・システムダウン等のリスク

　当社グループは、主たる事業である住宅ローン事業において、インターネット及び情報システムの仕組みに基づ

き、住宅ローンを提供しており、インターネット接続環境やシステムネットワークインフラが良好に稼動すること

が事業を円滑に運営する上で求められます。コンピューターシステムについてバックアップシステムの構築などの

対策を講じておりますが、社外からの破壊行為、地震や水害等の大規模広域災害、火災等の地域災害、コンピュー

ターウイルス、電力供給の停止、通信障害、通信事業者に起因するサービスの中断や停止など現段階では予測不可

能な事由により、システムに重大な支障が生じた場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。

 

　　６．金利変動に関するリスク

　　　　当社グループのリース事業では、リース料等を契約時の金利水準に基づき設定しており、契約期間中は変動いた

しません。一方、リース物件等の購入のための資金を金融機関から調達しておりますが、これらの有利子負債には

変動金利が含まれております。そのため、リース料等の収入が定額である一方、売上原価の一部をなす支払利息は

変動いたします。よって、今後の市場金利が上昇した場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

 

７．重要な訴訟事件等の発生に関するリスク

　当社グループの業績に重要な影響を及ぼす訴訟等は、これまで提起されたことはございません。しかし、将来業

績に大きな影響を及ぼす訴訟や社会的影響の大きな訴訟等が発生し、当社グループに不利な判断がなされた場合

は、業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

８．人的資源・内部管理体制に関するリスク

　当社グループは、業歴が浅く成長過程にあるため、今後の更なる業容の拡大及び業務内容の多様化に対応して、

優秀な人材の積極的な採用、従業員の育成体制の強化、内部管理体制の強化に努めてまいりました。しかしなが

ら、人材の採用及び育成が順調に進まず、事業規模に応じた内部管理体制の構築に遅れが生じた場合、当社グルー

プの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

９．風評等のリスク

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業は、個人の顧客に対して資金の貸出を行うという事業特性上、

当社グループに対する社会的信用度合いが非常に重要となります。そのため、事実の有無にかかわらずマスコミ報

道やインターネット上の誹謗中傷等により、当社の風評が著しく悪化した場合、当社グループの業績及び財務状況

に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

10．個人情報の管理について

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業は、個人の顧客を対象に住宅ローンを提供しており、住宅ロー

ンの相談、申込にあたり各種個人情報を収集しております。このため、当社グループのうち住宅ローン事業を行っ

ている当社は個人情報保護法に定める個人情報取扱事業者に該当し、個人情報の取扱いについて規制の対象となっ

ております。当社では、平成17年11月に一般財団法人日本情報経済社会推進協会（旧称：財団法人日本情報処理開

発協会）より、プライバシーマークの使用許諾認証を受けております。当社は、個人情報保護方針等の個人情報保

護に関する各種規程を定めて運用し、顧客情報の流出や不正アクセス行為などにより、顧客の利益が侵害されない

ようセキュリティ対策を講じ、顧客情報の保護に細心の注意を払っております。しかしながら、外部からの侵入者

及び当社関係者並びに業務委託先等により、個人情報が外部に流出し、不正に使用された場合又は何らかの事由に

より個人情報の漏洩や毀損等が起こった場合、当社の法的責任を問われるとともに、当社グループ全体の信用が低

下し、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

 

11．当社グループ従業員、代理店もしくは顧客又は不動産業者の不正により損失を被るリスク

　当社グループの主たる事業である住宅ローン事業は、従業員、代理店もしくは顧客又は不動産業者による詐欺や

その他の不正が発生した場合、例えば、違法な販売活動、年収や物件価格等の虚偽の申告等の不正等により損失を

被るリスクがあります。また、不正等の発生により、当社グループ全体のイメージが悪化する可能性又は行政処分

の対象となる可能性があり、ひいては当社の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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12．リスク管理体制の限界

　当社グループは、リスク管理規程を定め、リスク管理部署にて経営に係る各種リスクを認識し、適切に管理する

こととしております。また、リスク管理体制として、取締役会においてリスク管理方針の制定、リスク管理担当役

員の選任を行い、リスク管理担当役員がリスク管理部署を管掌しております。また、リスク管理に関する重要事項

を審議する場として、代表取締役の諮問機関としてリスクマネジメント委員会を設置しております。

　当社グループはこのようなリスク管理体制を構築し、全社的なリスクの適切な管理を実践しているものの、様々

なリスクの全てに対応できる保証はなく、リスクに対する十分な対応ができない場合には、当社グループの業績及

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

13．法的規制及び法改正について

　当社グループのうち住宅ローン事業を行っている当社は、貸金業法第３条第１項に基づき貸金業者登録（登録番

号：関東財務局長(5）第01291号）を受け、住宅ローンの融資業務を行っており、現在当社が受けている登録の有

効期間は平成26年３月７日から平成29年３月６日となっております。そして、貸金業法第６条第１項には登録拒否

事由が、第24条の６の５第１項に登録取消事由がそれぞれ定められておりますが、当連結会計年度末現在、当社に

おいて、これらの登録拒否事由又は登録取消事由に該当する事実はございません。しかしながら、将来、何らかの

理由により登録（更新）の拒否又は登録の取消があった場合には、当社の事業活動に重大な支障をきたし、当社グ

ループ全体の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

14．ＳＢＩグループとの関係について

　当社グループは、ＳＢＩホールディングス株式会社を中心とする企業グループの一員であり、ＳＢＩグループに

おける金融サービス事業の中核企業の一つです。当連結会計年度末現在、ＳＢＩホールディングス株式会社は当社

の議決権を実質的に51.26％（間接所有を含めると56.50％）を保有しております。

　当社グループはＳＢＩグループと人的関係、取引関係において事業上の協力関係にあります。したがって、当社

グループとＳＢＩホールディングス株式会社との関係に今後何らかの変化があった場合には、当社グループの業績

及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩモーゲージ株式会社(E27670)

有価証券報告書

18/80



５【経営上の重要な契約等】

　当社の経営上の重要な契約には、住宅金融支援機構と結んだ住宅ローン債権売買基本契約及び買取債権管理回収業

務委託契約並びに各代理店の運営法人との間で結んだ代理業務委託契約等があります。

 

［経営上の重要な契約の詳細］

名称 契約内容

住宅ローン債権売買基本契約

「住宅ローン債権売買基本契約」

イ．契約相手方：住宅金融支援機構

ロ．契約締結日：平成16年12月１日、毎年１年間自動更新

ハ．契約の目的及び内容：「フラット３５」債権の売買

ニ．契約金額及び代金授受方法：

契約金額：指定なし

　代金授受方法：当社が買取申請し住宅金融支援機構が買取承認をした「フラット

３５」債権に対し、その債権額が住宅金融支援機構から入金されます。

ホ．契約の重要な内容：当社及び住宅金融支援機構間で「フラット３５」債権の売買

を行います。

　「フラット３５」債権の売却代金は月に３回、住宅金融支援機構が指定する日に

当社に入金されます。

買取債権管理回収業務委託契約

「買取債権管理回収業務委託契約」

イ．契約相手方：住宅金融支援機構

ロ．契約締結日：平成16年12月１日、毎年１年間自動更新

ハ．契約の目的及び内容：「フラット３５」債権回収業務等の受託

ニ．委託手数料：業務内容に応じて住宅金融支援機構から委託手数料が支払われま

す。

代理業務委託契約

イ．契約相手方：各代理店の運営法人

ロ．契約締結時期及び契約期間：平成21年８月１日以降随時、期間は個別決定

ハ．契約の目的及び内容：住宅ローン業務等の委託

ニ．契約金額及び代金授受方法（基準）等：当社から代理店の運営法人に対して住宅

ローン融資金額に一定料率を乗じて算出された金額を支払います。

ホ．契約の重要な内容：代理店の運営法人は当社から委託を受けて住宅ローンに関す

る業務を遂行し、当社は代理店の運営法人に対して住宅ローン融資金額に事前に定

められた比率を乗じて算出された金額を翌月に支払います。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩモーゲージ株式会社(E27670)

有価証券報告書

19/80



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 

　　(1) 重要な会計方針及び見積り

　　　　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針は、「第一部 企業情報 第５ 経理の状

況 １．連結財務諸表等 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。これら

の見積りについては過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、見積りには不確実性が伴い、実際の結

果と異なる場合があります。

 

　　(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

　　　　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策と日本銀行の大幅な金融緩和等により、円高の是正

や株式市場の改善が進行し、企業業績や個人消費に持ち直しが見られるなど、景気は緩やかな回復基調で推移しま

した。住宅不動産市場においては、雇用・所得環境が改善しつつあることに加え、消費税増税前の駆け込み需要、

住宅価格や住宅ローン金利の先高感の高まりにより、平成25年度の新設住宅着工戸数は987,254戸（前年度比

10.6％増）と堅調に推移しました。

　　　　また、当社グループの主力商品である「フラット３５」においては、貸出金利が過去最低水準で推移したことを

受け、借り換えの需要が増大した一方で、前事業年度に実施されていた金利引き下げ等の制度拡充終了の影響に加

え、民間金融機関による住宅ローンの金利競争が激化したことにより、住宅ローンマーケット内での商品競争力が

低下し、平成25年度の独立行政法人住宅金融支援機構による「フラット３５」の買取実行戸数は72,517戸（前年度

比14.0%減）となりました。

　　　　このような状況下で、当社グループは借り換え専門店の出店、アウトバウンドコールによる集客及び「レート

ウォッチャー」等の借り換えサービスの拡充に注力し、住宅ローンの借り換えを積極的に推進したことにより、

「フラット３５」の実行件数・実行金額共に過去最高の実績を達成しました。この他、民間金融機関と提携した変

動・固定金利選択型商品である「ＳＢＩフリーダム」ブランドの新商品を提供するなど、商品競争力を強化し、収

益の拡大と安定化を推し進めてまいりました。その結果、当連結会計年度の新規オリジネーション金額は471,416

百万円（前年度比2.0%増）となり、当連結会計年度末時点におけるサービシング債権額は1,865,712百万円（前年

度比24.4%増）となりました。

　　　　また、さらなる事業多角化、企業価値の増大を目指し、当社は平成25年10月10日付で、ＳＢＩリース株式会社を

ＳＢＩホールディングス株式会社からの株式取得により子会社化（発行済株式の100%を取得）しております。これ

により、当社グループの販売網を活用したリースを中心とするフィナンシャルソリューションの提供が可能になる

とともに、当社顧客を対象とした個人向けリース等様々な展開が可能になる体制構築に注力いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の営業収益は15,787百万円となり、営業利益は3,901百万円、経常利益は3,945百万

円、当期純利益は2,413百万円となりました。

　　　　なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

 

　　(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループにおいては、住宅ローンの販売に伴うオリジネーション・フィー売上が営業収益の大宗を占めてお

ります。そのため、当社グループの営業収益は、住宅着工件数及び住宅ローン市場の動向に強い影響を受けま

す。　当社グループでは、安定した営業収益の確保のため、商品ラインナップの拡充や販売チャネルの強化を行う

とともに、当連結会計年度から子会社となったＳＢＩリース株式会社とのシナジーを最大限に発揮し得る商品開発

及び事業化を図っていく方針であります。

　なお、経営成績に重要な影響を与える要因に関して、詳しくは「４　事業等のリスク」に記載してあるとおりで

あります。

 

　　(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

１．キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、「１　業績等の概要　(2）キャッシュ・

フローの状況」に記載のとおりであります。

 

２．財務政策

　住宅ローン事業の資金需要はそのほとんどが住宅ローンやつなぎ融資実行資金であり、その商品の特性に応じ

て、原則として証券化の手法を用いて資金調達を行っております。また、リース事業の資金は主に銀行からの借

入により調達しております。
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(5) 経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループにおける住宅ローン事業では、創業以来、住宅ローンは全期間固定金利が絶対に正しいという信念

に基づき、証券化という新しい手法で常に業界最低水準の全期間固定金利型住宅ローンを開発し、提供してまいり

ました。また、インターネットでの利便性の高いサービスに加え、対面での相談サービスを求める多くのお客様の

期待に応えるために、フランチャイズ方式による代理店展開を加速させています。この店舗展開により、ネットと

リアルの融合を実現した新しいビジネスモデルを実現し、更に住宅ローン事業から不動産事業へ事業領域を拡大す

るなど、不動産と金融を融合させた新しいビジネス形態を目指してまいります。

　リース事業では、引き続き積極的な設備投資が見込まれる通信事業分野や、その他リースニーズの高い業種・分

野に狙いを定め、引き続き積極的な受注工作を行う一方、新たなスキームの組成・受注も積極的に行っていきたい

と考えております。

　一方、内部管理体制の充実・強化が最重要の課題であるとも認識しております。当社グループはこれまで、法令

遵守のために内部管理体制の充実・強化を図ってまいりました。今後においても、更なる業容拡大に伴い、コンプ

ライアンス体制の強化が必要と考えており、体制の整備に努めてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資は、総額1,435,094千円であります。

　住宅ローン事業においては、主に本社六本木オフィスのフロア移転に伴うオフィス設備で150,464千円、顧客デー

タベースの増強、新商品投入に伴うシステム開発等のソフトウェアで829,630千円の設備投資を実施しました。

　なお、当連結会計年度において、リース事業を行うＳＢＩリース株式会社を子会社化しており、企業結合による取

得は17,164千円となっております。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

平成26年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

設備

の内容

帳簿価額（千円）

従業員数

（人）
有形固定資産 無形固定資産

合計建物附属

設備

工具、器具

及び備品
リース資産 ソフトウエア リース資産

本社

（東京都港区）
住宅ローン 本社機能 － 2,586 168,547 763,697 427,808 1,362,640 139

銀座店ほか 住宅ローン 店舗 348 514 241,435 － － 242,298 35

（注）１．上記の金額には、消費税等を含めておりません。

２．上記には当社が代理店に対して転貸している店舗設備を含めております。

 

(2）国内子会社

 平成26年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備
の内容

帳簿価額（千円）

従業
員数
（人）

有形固定資産 無形固定資産

合計建物附属
設備

工具、器具
及び備品

リース資産 ソフトウェア リース資産

ＳＢＩリース

株式会社

本社

（東京都港区）
リース事業 本社機能 3,298 3,311 － 10,554 － 17,164 3

（注）上記の金額には、消費税等を含めておりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 79,000,000

計 79,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成26年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年６月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,741,000 23,741,000

韓国取引所

有価証券市場

（ＫＯＳＰＩ）

（注)

完全な議決権を有し、権利

内容に何ら限定のない様式

であります。単元株制度を

採用しておりません。

計 23,741,000 23,741,000 － －

（注）当社ＫＤＲを韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）に上場しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年６月10日

（注）１
17,947,800 19,942,000 － 3,603,250 － 2,603,250

平成24年４月20日

（注）２
3,799,000 23,741,000 953,359 4,556,609 953,359 3,556,609

（注）１．株式分割（１：10）による増加であります。

２．有償第三者割当

発行価格　　　　　 501.9円

資本組入額　　　　250.95円

割当先　　　韓国預託決済院（ＫＳＤ）
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（６）【所有者別状況】

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ － － 7 78 1,016 38 1,139 －

所有株式数

（株）
－ － － 15,381,222 5,428,592 2,024,191 906,995 23,741,000 －

所有株式数

の割合

（％）

－ － － 64.79 22.86 8.53 3.82 100 －

（注）　上記は、当社ＫＤＲの実質的な保有者の状況について記載しております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

ＳＢＩホールディングス株式会社 東京都港区六本木一丁目６番１号 12,170,612 51.26

ＳＢＩブロードバンドファンド１号

投資事業有限責任組合
東京都港区六本木一丁目６番１号 1,654,000 6.97

HANABANK[KB ASSET MANAGEMENT] 6F, 140, Da-Dong, Jung-Gu, Seoul, Korea 1,497,747 6.31

ＳＢＩインキュベーション株式会社 東京都港区六本木一丁目６番１号 1,198,100 5.05

SBI Jefferies Asia Fund L.P.

Cricket Square, Hutchins Drive, PO Box

2681 Grand Cayman KY1-1111 Cayman

Islands

432,194 1.82

PNB-SBI ASEAN Gateway Fund

Ltd.P.

Main Office Tower, Financial Park Labuan

Jalan Merdeka, 87000 Labuan FT Malaysia
432,194 1.82

Shinhan Bank[KB ASSET

MANAGEMENT]

20, Sejong-daero 9-gil, Jung-gu, Seoul,

Korea
410,203 1.73

SHIN IN SOOK Seoul, Korea 385,000 1.62

円山　法昭 東京都豊島区 343,900 1.45

ソフトバンク・インターネットファ

ンド
東京都港区六本木一丁目６番１号 333,000 1.40

計 － 18,856,950 79.43

（注）１．上記は、当社ＫＤＲの実質的な保有者の状況について記載しております。

２．「所有者株式数」欄には当社ＫＤＲ所有者数を、「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」欄には、発

行済当社ＫＤＲ総数に対する当社ＫＤＲ所有者数の割合（小数点第３位以下を四捨五入。）を記載しており

ます。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式23,741,000 23,741,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 23,741,000 － －

総株主の議決権 － 23,741,000 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元と株主資本利益率の向上が経営上の重要課題のひとつであると認識しており、財務

体質の一層の強化と内部留保の充実を考慮し、当社の経営成績及び財政状態、事業計画等を総合的に勘案した上で、

剰余金の配当等の株主還元策を積極的に実施していく所存であります。利益配分については、当社の顧客の信頼性を

維持、獲得するために必要な高い財務健全性を維持すると共に、今後の事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、株

主への安定配当を実施することを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。当社は会社法第459条第１項

の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　当連結会計年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成25年10月23日

取締役会決議
356,115 15.00

平成26年５月７日

取締役会決議
403,597 17.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

（単位：上段は韓国ウォン、下段（　）内は円）
 

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高 － － －
12,650

（1,072）

17,200

（1,556）

最低 － － －
5,020

(339）

10,400

(1,024）

（注）１．当社は、当社ＫＤＲを、平成24年４月30日から韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）に上場しており、最

高・最低株価には、韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）における当社ＫＤＲの市場価格を記載しており

ます。それ以前については、該当事項はありません。

２．最高・最低株価の韓国ウォンから円への換算については、各最高・最低株価を記録した当日の為替レートに

より計算しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

（単位：上段は韓国ウォン、下段（　）内は円）
 

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高
17,200

(1,556）

14,400

(1,336）

12,050

(1,163）

11,900

(1,184）

13,250

(1,271）

12,400

（1,180）

最低
13,500

(1,251）

12,250

(1,161）

10,450

(1,027）

10,400

(1,024）

12,050

(1,150）

11,300

(1,073）

（注）１．最高・最低株価には、韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）における当社ＫＤＲの市場価格を記載してお

ります。

２．最高・最低株価の韓国ウォンから円への換算については、各最高・最低株価を記録した当日の為替レートに

より計算しております。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役
社長執行

役員 COO
直海　知之 昭和53年12月６日生

平成13年４月

 
平成16年３月

 
平成16年６月

平成21年４月

平成24年８月

 

ソフトバンク・ファイナンス株式会社（現

ソフトバンクテレコム株式会社）入社

株式会社テックタンク（現SBIホールディ

ングス株式会社）入社

グッドローン株式会社（現当社）入社

当社取締役執行役員(システム担当)

SBIアーキクオリティ株式会社取締役（現

任）

（注）３ 90,140

平成26年３月 SBIモーゲージコリア株式会社代表理事

（現任）

平成26年３月 当社代表取締役社長執行役員COO（現任）

代表取締役
会長執行

役員CEO
北尾　吉孝 昭和26年１月21日生

昭和49年４月 野村證券株式会社入社

（注）３ 122,950

平成７年６月 ソフトバンク株式会社常務取締役

平成11年３月 ソフトバンク・ファイナンス株式会社（現

ソフトバンクテレコム株式会社）代表取締

役

平成11年７月 ソフトバンク・インベストメント株式会社

（現SBIホールディングス株式会社）代表

取締役社長

平成15年６月 ソフトバンク・インベストメント株式会社

（現SBIホールディングス株式会社）代表

取締役執行役員CEO

平成16年７月 イー・トレード証券株式会社（現株式会社

SBI証券）取締役会長

平成17年６月 SBIベンチャーズ株式会社（現SBIインベス

トメント株式会社）代表取締役執行役員

CEO

平成17年８月 当社取締役会長

平成17年９月 ゴメス・コンサルティング株式会社（現

モーニングスター株式会社）取締役会長

平成18年３月 モーニングスター株式会社取締役執行役員

CEO

平成18年６月 SBIベリトランス株式会社（現ベリトラン

ス株式会社）取締役執行役員CEO

平成18年６月 株式会社かわでん取締役会長（現任）

平成19年６月 SBI VEN HOLDINGS PTE. LTD. 取締役（現

任）

平成20年９月 SBI Hong Kong Co., Limited（現SBI Hong

Kong Holdings Co., Limited）取締役

平成22年10月 株式会社SBI証券代表取締役会長（現任）

平成24年６月 SBIキャピタルマネジメント株式会社取締

役（現任）

平成24年６月 SBIファイナンシャルサービシーズ株式会

社取締役

平成24年６月 SBIホールディングス株式会社代表取締役

執行役員社長（現任）

平成24年７月 モーニングスター株式会社取締役（現任）

平成24年７月 SBI Hong Kong Holdings Co., Limited代

表取締役（現任）

平成25年５月 SBIインベストメント株式会社代表取締役

執行役員会長（現任）

平成26年３月 当社代表取締役会長執行役員CEO（現任）

平成26年４月 SBIファイナンシャルサービシーズ株式会

社代表取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 執行役員 井上　明大 昭和41年12月14日生

平成２年４月 三井信託銀行株式会社 （現三井住友信託

銀行株式会社） 入行

（注）３ 103,510

平成12年３月 ソフトバンク・ファイナンス株式会社（現

ソフトバンクテレコム株式会社）入社

平成17年７月 SBIホールディングス株式会社入社

平成19年９月 住信SBIネット銀行株式会社取締役

平成21年６月 当社取締役執行役員 CFO

平成24年７月 当社取締役執行役員 （現任）

取締役
執行役員

CFO
中山田　明 昭和42年１月３日生

平成３年４月 三井物産株式会社入社

（注）３ 64,470

平成５年６月 キダー・ピーボディ証券株式会社入社

平成６年11月 エスビーシー・ウォールバーグ証券株式会

社入社

平成８年６月 モルガン・スタンレー証券株式会社（現三

菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社）入社

平成10年９月 ベアー・スターンズ証券会社入社

平成12年８月 株式会社新生銀行入行

平成23年８月 当社入社

平成24年６月 当社取締役執行役員

平成24年７月 当社取締役執行役員 CFO（現任）

取締役 － 六川　浩明 昭和38年６月10日生

平成９年４月 弁護士登録（第１東京弁護士会）

（注）３ －

平成９年４月 堀総合法律事務所

平成14年６月 Barack Ferrazzano法律事務所（シカゴ）

平成16年４月 千葉大学法科大学院講師

平成19年３月 東京青山・青木・狛法律事務所 べー

カー＆マッケンジー外国法事務弁護士事務

所

平成19年４月 首都大学東京産業技術大学院大学講師

平成20年６月 小笠原六川国際総合法律事務所（現任）

平成20年10月 独立行政法人雇用能力開発機構

職業能力開発総合大学講師

平成21年３月 株式会社青山財産ネットワークス社外監査

役（現任）

平成21年４月 成城大学法学部講師

平成23年５月 当社社外取締役（現任）

平成24年４月 東海大学大学院実務法学研究科教授（現

任）

取締役 － 徐　奉揆 昭和45年５月11日生

平成７年10月 産棟会計法人（KPMG）

（注）３ －
平成９年７月 証券監督院

平成11年１月 金＆張法律事務所（現任）

平成24年１月 当社社外取締役（現任）

取締役 － 林　俊植 昭和44年４月17日生

平成10年９月 コニインターナショナル株式会社代表取締

役

（注）３ －

平成12年８月 日本サムスン株式会社入社

平成14年３月 日本イーサムスン株式会社入社

平成20年７月 株式会社エクセレントパートナーJK代表取

締役（現任）

平成24年１月 当社社外取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 － 諸熊　研三 昭和24年12月27日生

昭和43年４月

 

株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀

行）入行

（注）４ －

平成10年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀

行）志村支店長

平成14年４月 株式会社みずほ銀行池袋支店参事役

株式会社全食出向

平成15年１月 株式会社全食執行役員第２事業部長

平成15年８月 みずほヒューマンサービス株式会社小舟町

記念館長

平成20年６月 みずほマーケティングエキスパーツ株式会

社常勤監査役

平成23年５月 当社常勤監査役（現任）

監査役 － 藤波　光雄 昭和25年７月25日生

昭和51年４月 株式会社藤波不動産入社

（注）４ －

昭和57年１月 株式会社ジャフコ入社

平成８年６月 株式会社ジャフコ取締役

平成13年６月 ファイナンス・リサーチアンドサポート株

式会社代表取締役（現任）

平成13年７月 株式会社バイオフロンティアパートナーズ

取締役（現任）

平成15年８月 有限会社ユー・コーポレーション取締役

（現任）

平成23年５月 当社監査役（現任）

監査役 － 穴田　卓司 昭和40年６月６日生

昭和63年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三菱東京

UFJ銀行）入行

（注）５ －

平成13年４月 株式会社 UFJホールディングス

（現株式会社三菱UFJフィナンシャル・グ

ループ）経営企画部

平成17年10月 株式会社 UFJホールディングス

（現株式会社三菱UFJフィナンシャル・グ

ループ）財務企画部

平成18年８月 佐藤総合法律事務所（現任）

平成23年５月 当社取締役

平成25年６月 当社監査役（現任）

計 381,070

（注）１．取締役　六川　浩明、徐　奉揆及び林　俊植は、社外取締役であります。

２．監査役　諸熊　研三及び藤波　光雄は、社外監査役であります。

３．平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

４．平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

５．平成25年３月期に係る株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６．各役員の所有株式数については、各役員が当社ＫＤＲの保有者であることに鑑み、当社ＫＤＲの実質的な保

有者の状況について記載しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営監視機能の強化及びコンプライアンス体制の充実による経営の健全性を保持し、経営環境の変化

に迅速に対応できる組織体制を構築することを、コーポレート・ガバナンスに関する基本方針として認識してお

ります。

 

②　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

イ．会社の機関の内容

　当社の取締役会は取締役７名で構成され、原則として月１回以上開催し、重要事項の決定、業務執行状況の

確認を行っており、また当社に関する経営上の重要事項については、経営会議にて審議され、取締役会に付議

されるプロセスを徹底しております。なお、各種委員会については、コンプライアンス委員会やリスクマネジ

メント委員会等を設置しております。

　また、監査役会は監査役３名（常勤監査役１名、非常勤監査役２名）で構成され、監査役会、内部監査部及

び監査法人による各種監査を有機的に融合させてコーポレート・ガバナンスの実効性の確保を図っておりま

す。

 

（平成26年６月27日現在）
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ロ．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行するため、以下の

とおり内部統制システムを構築・運用しております。

 

１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ．当社は、法令遵守及び倫理的行動が、当社の経営理念・ビジョンの実現の前提であることを代表取締役

をして全役職員に徹底させるものとします。

ｂ．当社は、取締役会規程に基づき原則として毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会

を開催することにより、取締役間の意思疎通を図るとともに、代表取締役の業務執行を監督し、法令・定

款違反行為を未然に防止するものとします。

ｃ．当社は、取締役会の決議によりコンプライアンス担当役員を定め、その管轄部門として法務コンプライ

アンス部を設置し、当社のコンプライアンス上の課題・問題の把握に努めさせております。また、取締役

会の決議により内部監査部門を設置し、内部監査部門が取締役及び使用人による職務の執行を監査し、法

令・定款違反行為の防止を未然に図っております。内部監査部門は、内部監査の結果について、６ヶ月に

一度、代表取締役を通じて取締役会に報告するほか、監査役の求めに応じて報告するものとします。

ｄ．当社は、取締役及び使用人が当社における法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な

事実を発見した場合に報告することを可能とするために、内部監査部門及び監査役に直接通報を行うため

の体制を整備するものとします。

ｅ．当社は市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たず、コンプライアンス所

管部署を中心として適宜必要な調査を行い、反社会的勢力には警察等関連機関と連携し毅然とした対応を

とるものとします。

 

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ．当社は、取締役会の決議により文書保存管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る情報を、文書又は

電磁的記録（以下「文書等」といいます。）に記載又は記録して保存し、管理するものとします。

ｂ．文書等は、取締役又は監査役が常時閲覧できるものとします。

 

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．当社は、当社の業務執行及び経営理念・ビジョンの達成を阻害しうるリスクに対して、そのリスクを把

握し、適切に評価して管理するため、取締役会が定めるリスク管理規程に従い、リスク管理に関する責任

者としてリスク管理担当役員を定めるとともに、総務・人事部門、広報・ＩＲ部門、リスク管理部門及び

法務・コンプライアンス部門を管掌する部門長をして、これを補佐させるものとします。

ｂ．当社は、前項のリスクが顕在化した場合には、リスク管理規程に従い、リスク管理担当役員を責任者と

する対策本部を設置し、当該リスクに関する情報が適時且つ適切にリスク管理担当役員及び必要な役職員

に共有される体制を整備し、当該リスクに対処するものとします。

 

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．当社は、取締役会の決議により職務分掌を定め、取締役間の職務分担を明確にするものとします。

ｂ．当社は、適切且つ迅速な意思決定を可能とする情報システムを整備するものとします。

ｃ．当社は、原則として毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、各部門にお

いて生じる問題の解決を適時且つ適切に行うとともに、問題解決から得られるノウハウを取締役に周知徹

底します。これにより、その担当職務の執行の効率化を図り、全社的な業務の効率化を図るものとしま

す。

 

５）当社における業務の適正を確保するための体制

ａ．当社は、当社のコンプライアンス上の課題・問題の把握及び業務の適正の確保のため、コンプライアン

ス担当役員及びコンプライアンス部門が、コンプライアンス委員会を設置するものとし、特段の必要が生

じたときは、速やかに当該委員会を開催するものとします。

ｂ．取締役は、重大な法令・定款違反行為その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合に

は、当社の監査役に報告するものとします。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩモーゲージ株式会社(E27670)

有価証券報告書

31/80



６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査役から求めがあったときは、監査役の職務を補助しうる知見を有する使用人として内部監査

部門が指名する者を、監査役と協議のうえ定める期間中、取締役の指揮命令系統から独立した監査役の職務

を補助すべき使用人として置くものとし、当該使用人の人事異動及び人事評価については、監査役の意見を

尊重するものとします。

 

７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

ａ．取締役は、下記に掲げる事項を知ったときは、取締役会において、監査役に適時且つ的確に報告するも

のとします。

ⅰ．会社に著しい損害を及ぼす虞のある事項

ⅱ．経営に関する重要な事項

ⅲ．内部監査に関連する重要な事項

ⅳ．重大な法令・定款違反

ⅴ．その他取締役が重要と判断する事項

ｂ．取締役は、監査役より前項第ⅰ号乃至第ⅴ号の事項について説明を求められたときは、速やかに詳細な

説明を行うものとし、合理的な理由無く説明を拒んではならないものとします。

ｃ．当社は、取締役及び使用人が、法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を監査

役に対して直接報告するための体制を整備するものとします。

 

８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．当社は、代表取締役をして監査役と定期的に会合を持たせ、経営上の課題及び問題点の情報共有に努め

るほか、必要に応じて、監査役、内部監査部門及び会計監査人の情報共有を図るものとします。

ｂ．当社は、監査役から前項の会合の開催の要求があったときは、速やかにこれを開催するものとします。

 

ハ．内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

　当社の監査役会では、監査役会で策定された監査方針並びに監査計画にて、取締役会、委員会等の重要会議

に出席するほか、内部監査部及び会計監査人等との連携を密にして、取締役の職務執行を監査しております。

　また、当社の業務全般の内部管理体制の適切性・有効性を検証することを目的として、代表取締役直属の組

織として、内部監査部（内部監査部長１名、内部監査部員２名）を設置しており、独立性を確保した内部監査

を実施しております。また、監査役会や監査法人と連携することで、内部牽制組織が十分機能することに努め

ております。

　会計監査は有限責任監査法人トーマツに依頼しており、下記の公認会計士により監査業務が執行されており

ます。監査業務に係る補助者の構成については、監査法人の選定基準に基づき、公認会計士及び会計士補等を

構成員とし、構成されております。また、通常の監査以外にも、会計上の課題・内部統制上の課題等に関しま

しては随時アドバイスを受けております。

 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数（注）１

松崎　雅則 有限責任監査法人 トーマツ －

中山　一郎 有限責任監査法人 トーマツ －

（注）１．継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２．会計監査に係る補助者の構成は、公認会計士２名、その他５名となっております。

なお、その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

 

ニ．社外取締役及び社外監査役

　本有価証券報告書提出時点における当社の取締役は７名であり、そのうち３名は社外取締役であります。こ

れにより経営状況などについて外部の視点での意見を聴取し、取締役会の審議内容の充実を図る体制としてお

ります。当社と社外取締役との間に特別な利害関係はありません。

　本有価証券報告書提出時点における当社の監査役は３名であり、そのうち２名は社外監査役であります。当

社と社外監査役との間に特別な利害関係はありません。これにより企業統治において経営監視の客観性を保持

しつつ、中立性を確保する体制にあると考えております。
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③　リスク管理体制の整備の状況

イ．リスク管理体制

　当社は、全社的なリスク管理に関する規程として、「リスク管理規程」を定め、リスク管理部署にて経営に

係る各種リスクを認識し、適切に管理することとしております。

　リスク管理体制としては、取締役会においてリスク管理方針の制定、リスク管理担当役員の選任を行い、リ

スク管理担当役員がリスク管理部署を管掌しております。また、リスク管理に関する重要事項を審議する場と

して、代表取締役の諮問機関としてリスクマネジメント委員会を設置しております。

 

ロ．コンプライアンス体制

　当社は、全社的なコンプライアンスに関する規程として、「コンプライアンス規程」を制定し、法令遵守及

び適正な業務運営の確保を実践しております。

　コンプライアンス体制としては、取締役会を最高意思決定機関として定め、コンプライアンス規程の制定、

コンプライアンス担当役員の選任を行うとともに、コンプライアンス管理部署においてコンプライアンス体制

の全体の運営状況のチェックを行っております。また、コンプライアンスに関する重要事項を審議する場とし

て、代表取締役の諮問機関としてコンプライアンス委員会を設置しております。

 

④　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬額は次のとおりであります。

取締役に支払った報酬　　　98,575千円（うち社外　３名　4,800千円）

監査役に支払った報酬　　　 8,100千円（うち社外　２名　2,100千円）

 

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、100万円以上であらかじめ定め

た額と法令が規定する額のいずれか高い額としております。

 

⑥　取締役の定数及び資格制限

　当社の取締役は３名以上とする旨、また、当社の取締役の４分の１以上は、社外取締役の要件及び大韓民国の

商法が定める要件を充足する者でなければならない旨を定款で定めております。

 

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出

席し、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数、かつ、発行済株式総数の４分の１以上に

当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとす

る旨定款に定めております。

 

⑧　株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

イ．自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得できる旨を定款に

定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等

により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

ロ．剰余金の配当の決定機関

　当社は、会社法第459条第１項第４号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総

会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当を取締役会

の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

 

ハ．取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会

社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、取締役（取締役であった者も含む。）及び監査

役（監査役であった者も含む。）の会社法第423条第１項の責任を、法令の限度において免除することができ

る旨を定款に定めております。
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⑨　株主総会の特別決議要件

　当社では、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上、かつ、発行済株式総数の３分の１以上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。

　また、現在の住宅ローン事業に注力することを確保するため、定款第２条（目的）の変更に関する株主総会の

決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の４分の３以上に当たる多数をもって行う旨を定款

に定めております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前事業年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 12,300 － 15,000 －

連結子会社 － － 8,000 －

計 12,300 － 23,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

　当社は、当社の普通株式を裏付資産とする当社ＫＤＲを韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）へ上場した

ことに伴い、国際会計基準に従った財務諸表（財務状態表、包括損益計算書、資本変動表、キャッシュ・フ

ロー計算書）の作成が義務付けられております。当社は、当該財務諸表の会計監査を当社の監査公認会計士等

である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているデロイトトウシュトーマツの安進会計法

人に委託しており、これに係る対価として30,000千円を支払っております。

 

当連結会計年度

　当社は、当社の普通株式を裏付資産とする当社ＫＤＲを韓国取引所有価証券市場（ＫＯＳＰＩ）へ上場した

ことに伴い、国際会計基準に従った連結財務諸表（連結財務状態表、連結包括損益計算書、連結資本変動表、

連結キャッシュ・フロー計算書）及び財務諸表（財務状態表、包括損益計算書、資本変動表、キャッシュ・フ

ロー計算書）の作成が義務付けられております。当社は、当該連結財務諸表及び財務諸表の会計監査を当社の

監査公認会計士等である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているデロイトトウシュトー

マツの安進会計法人に委託しており、これに係る対価として34,000千円を支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、当社の監査公認会計士等に対する報酬は、監査日数・業務の内容等を勘案し、監査

役会の同意のもと適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）に基

づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

(3）当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っておりません。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当連結会計年度
(平成26年３月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 13,445,940

売掛金 1,097,399

営業貸付金 ※１ 31,497,655

貸付債権信託受益権 6,346,228

リース投資資産 1,943,693

リース債権 14,472,408

貯蔵品 3,319

前払費用 889,017

未収収益 2,290,417

繰延税金資産 510,052

1年内回収予定の長期貸付金 18,041

その他 317,982

貸倒引当金 △935,720

流動資産合計 71,896,437

固定資産  

有形固定資産  

建物附属設備 2,005

減価償却累計額 △297

建物附属設備（純額） 1,708

工具、器具及び備品 20,392

減価償却累計額 ※４ △13,979

工具、器具及び備品（純額） 6,412

リース資産 811,145

減価償却累計額 ※４ △399,223

リース資産（純額） 411,921

有形固定資産合計 420,043

無形固定資産  

のれん 381,100

ソフトウエア 774,251

リース資産 427,808

その他 348

無形固定資産合計 1,583,508

投資その他の資産  

関係会社株式 49,161

長期貸付金 156,876

役員及び従業員に対する長期貸付金 159,321

長期前払費用 436,502

差入保証金 548,778

長期預け金 ※２,※５ 3,723,976

繰延税金資産 126,734

投資その他の資産合計 5,201,351

固定資産合計 7,204,903

資産合計 79,101,340
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 （単位：千円）

 
当連結会計年度
(平成26年３月31日)

負債の部  

流動負債  

買掛金 88,064

流動化負債 1,293,820

短期借入金 ※２,※３ 25,529,000

1年内返済予定の長期借入金 7,216,812

リース債務 937,463

未払金 233,772

未払費用 615,944

未払法人税等 873,073

預り金 12,312,650

前受収益 792,422

その他 138,154

流動負債合計 50,031,177

固定負債  

社債 1,000,000

長期借入金 ※３ 9,498,812

長期預り金 15,096

リース債務 1,150,513

資産除去債務 97,671

サービシング損失引当金 25,044

長期前受収益 634,813

固定負債合計 12,421,950

負債合計 62,453,127

純資産の部  

株主資本  

資本金 4,556,609

資本剰余金 3,556,609

利益剰余金 8,534,994

株主資本合計 16,648,212

純資産合計 16,648,212

負債純資産合計 79,101,340
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

 （単位：千円）

 
当連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業収益 15,787,881

営業費用  

金融費用等 3,853,133

販売費及び一般管理費 ※１ 8,033,718

営業費用合計 11,886,852

営業利益 3,901,029

営業外収益  

受取利息 8,839

為替差益 31

受取賃貸料 78,033

物品売却益 16,756

雑収入 10,013

営業外収益合計 113,674

営業外費用  

支払利息 18,577

減価償却費 37,065

社債発行費 9,468

雑損失 3,845

営業外費用合計 68,957

経常利益 3,945,745

特別損失  

固定資産売却損 ※２ 4,551

特別損失合計 4,551

税金等調整前当期純利益 3,941,194

法人税、住民税及び事業税 1,483,301

法人税等調整額 44,145

法人税等合計 1,527,447

少数株主損益調整前当期純利益 2,413,746

当期純利益 2,413,746
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【連結包括利益計算書】

 （単位：千円）

 
当連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,413,746

包括利益 2,413,746

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 2,413,746

少数株主に係る包括利益 －
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③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    （単位：千円）

 株主資本
純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 4,556,609 3,556,609 6,880,959 14,994,178 14,994,178

当期変動額      

剰余金の配当   △759,712 △759,712 △759,712

当期純利益   2,413,746 2,413,746 2,413,746

当期変動額合計 － － 1,654,034 1,654,034 1,654,034

当期末残高 4,556,609 3,556,609 8,534,994 16,648,212 16,648,212
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 3,941,194

減価償却費 288,235

のれん償却額 42,344

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,001

サービシング損失引当金の増減額（△は減少） △10,903

受取利息 △8,839

支払利息 329,664

社債発行費 9,468

為替差損益（△は益） △31

有形固定資産売却損益（△は益） 4,551

売上債権の増減額（△は増加） △432,396

リース投資資産の増減額（△は増加） 646,367

リース債権の増減額（△は増加） △1,652,690

営業貸付金の増減額（△は増加） △5,498,615

貸付債権信託受益権の増減額（△は増加） 79,745

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,793

前払費用の増減額（△は増加） 197,382

未収収益の増減額（△は増加） △1,596,087

長期預け金の増減額（△は増加） △1,110,143

その他の資産の増減額（△は増加） △184,818

仕入債務の増減額（△は減少） 53,753

未払金の増減額（△は減少） 45,808

預り金の増減額（△は減少） 6,416,833

前受収益の増減額（△は減少） △608,370

その他の負債の増減額（△は減少） △88,734

小計 854,509

利息の受取額 15,530

利息の支払額 △331,316

法人税等の支払額 △1,461,588

営業活動によるキャッシュ・フロー △922,865

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △3,932

有形固定資産の売却による収入 6,618

無形固定資産の取得による支出 △945,360

連結の範囲の変更を伴う

子会社株式の取得による支出
※２ △1,598,503

貸付けによる支出 △349,684

貸付金の回収による収入 425,721

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,465,141

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,465,540

長期借入れによる収入 8,250,000

長期借入金の返済による支出 △2,339,706

社債の発行による収入 990,531

流動化負債の純増減額（△減少） 1,293,820

セール・アンド・リースバックによる収入 281,909

リース債務の返済による支出 △636,735

配当金の支払額 △759,712

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,545,647

現金及び現金同等物に係る換算差額 31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,157,671

現金及び現金同等物の期首残高 8,288,269

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 13,445,940
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　　　　　　(1) 連結子会社の数　1社

　　　　　　　　主要な連結子会社の名称

　　　　　　　　　ＳＢＩリース株式会社

　　　　　　　　ＳＢＩリース株式会社については、当連結会計年度において株式取得したことにより、連結子会社に含

めております。

　　　　　　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　　　　　　主要な非連結子会社

　　　　　　　　　SBI Mortgage Korea Co., Ltd.

　　　　　　　（連結の範囲から除いた理由）

　　　　　　　　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２．持分法の適用に関する事項

　　　　　　　　持分法を適用していない非連結子会社の名称等

　　　　　　　　　SBI Mortgage Korea Co., Ltd.

　　　　　　　（持分法を適用していない理由）

　　　　　　　　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　①有価証券

　　関係会社株式

　　　移動平均法による原価法

　②たな卸資産

　貯蔵品

　　先入先出法による原価法

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物附属設備　　　　　　　　 10年

　　工具、器具及び備品　　　 ５～10年

　②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を個別に設定する定額法を採用しております。

④長期前払費用

　定額法によっております。

 

　　　　　　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　　　　　　　　社債発行費

　　　　　　　　　支出時に全額費用として処理しております。
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(4）重要な引当金の計上基準

　①貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　②サービシング損失引当金

　　サービシング業務において、将来の手数料収入が関連コストを下回ることが予想される取引におい

て、将来の損失額を合理的に見積り、かかる損失見込額を計上しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

　リース事業における収益及び費用の認識基準

　①ファイナンス・リース取引のリース売上高及びリース原価の計上基準

　　リース料を収受すべき時にリース売上高とリース売上原価を計上しております。

　②オペレーティング・リース取引に係るリース売上高の計上基準

　　リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間

に対応するリース料を計上しております。

　③金融費用の計上基準

　　金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。

その区分の方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準と

して営業資産に対応する金融費用は営業費用の金融費用等に、その他の資産に対応する金融費用を営

業外費用の支払利息に計上しております。なお、営業費用の金融費用等は、営業資産に対応する受取

利息等を控除して計上しております。

 

　　　　　　(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　　　　　　外貨建預金は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

(7）重要なヘッジ会計の方法

　　　　　　　　①ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

　　　　　　　　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　　　　　　ヘッジ対象…借入金の利息

　　　　　　　　③ヘッジ方針

　　　　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　　　　　　　　④ヘッジ有効性の評価

　　　　　　　　　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

(8）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間の定額法により、償却を行っております。

 

(9）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 

(10）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理

　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表関係）

　　　　　※１　営業貸付金の方法別残高

　　　　　　　　当連結会計年度において、営業貸付金は全て証書貸付によるものであります。

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

長期預け金 2,552,552千円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

短期借入金 1,542,000千円

 

　　　　　※３　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

　　　　　　　　当社及び連結子会社（ＳＢＩリース株式会社）においては、運転資金の効率的な調達を行うため、当連

結会計年度は取引銀行12行との当座貸越契約及び取引銀行14行から成るシンジケート団との貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は、次のと

おりであります。

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
37,750,000千円

借入実行残高 26,819,000

差引額 10,931,000

 

　　　　　※４　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

 

　　　　　※５　長期預け金の主な内容は、証券化取引に伴う現金準備金であります。

EDINET提出書類

ＳＢＩモーゲージ株式会社(E27670)

有価証券報告書

44/80



（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

従業員給与 940,122千円

退職給付費用 37,530

業務委託費 4,581,139

システム利用料 361,258

減価償却費 251,169

サービシング損失引当金繰入額 △10,903

貸倒引当金繰入額 △4,367

 

※２　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物附属設備 4,502千円

工具、器具及び備品 48

計 4,551

 

（連結包括利益計算書関係）

該当事項はありません。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 23,741,000 － － 23,741,000

　　合計 23,741,000 － － 23,741,000

 自己株式     

普通株式 － － － －

　　　 合計 － － － －

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成17年５月25日開催

の株主総会決議による

新株予約権

普通株式 47,000  － 47,000  －  －

合計 － 47,000  － 47,000  －  －

（注）新株予約権者が新株予約権の行使条件を満たさなくなりました。

     新株予約権の目的となる株式数の減少は当該新株予約権を消却したことによるものです。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年5月15日

取締役会
普通株式 403,597 17 平成25年3月31日 平成25年6月24日

平成25年10月23日

取締役会
普通株式 356,115 15 平成25年9月30日 平成25年12月2日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年5月7日

取締役会
普通株式 403,597 利益剰余金 17 平成26年3月31日 平成26年6月13日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 13,445,940千円

現金及び現金同等物 13,445,940

 

※２　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにＳＢＩリース株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びにＳＢＩリース株式会社株式の取得価額とＳＢＩリース株式会社取得のための支出（純額）との関係

は次のとおりであります。

　　流動資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 22,011,989千円

　　固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　818,160

　　のれん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　423,444

　　流動負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △12,461,195

　　固定負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△6,492,398　　

　　ＳＢＩリース株式会社株式の取得価額　　　　　　　4,300,002

　　ＳＢＩリース株式会社現金及び現金同等物　　　　△2,701,498　　

　　差引：ＳＢＩリース株式会社取得のための支出　　　1,598,503　　
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（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　・ 有形固定資産

　主として、本支店オフィス及び代理店店舗の設備(建物附属設備、工具、器具及び備品)であります。

　・ 無形固定資産

　主として、業務システムにかかるソフトウェアであります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引はありません。

 

（貸主側）

１．ファイナンス・リース取引

(1）リース投資資産の内訳

（単位：千円）
 

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

リース料債権部分 1,972,053

見積残存価額部分 －

受取利息相当額 28,360

リース投資資産 1,943,693
 
 

(2）リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

（単位：千円）
 

 

当連結会計年度
（平成26年３月31日）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース債権 4,370,897 4,034,941 3,248,982 2,372,713 932,767 －

リース投資資産 1,139,928 712,929 78,462 20,144 11,947 8,641

 

２．転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で連結貸借対照表に計上している額

（単位：千円）
 

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

リース投資資産 1,038,639

リース債務 1,017,336
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループの住宅ローン事業では、住宅ローンの貸付に必要な資金の大半を債権譲渡又は証券化とい

うアセットファイナンスの仕組みを活用して調達しております。ただし、債権譲渡又は証券化前に一時的

に保有する住宅ローン債権やつなぎローン債権及び住宅金融支援機構に対する売買代金請求権は営業貸付

金として、また、証券化により組成される劣後受益権は貸付債権信託受益権や長期預け金という形で継続

して保有するため、それに必要な資金を銀行借入等や資本調達により賄っています。リース事業では、

リース取引に基づくリース資産等の購入に必要な資金を主に銀行からの借入により調達しておりますが、

このうち長期借入金の一部について金利変動リスク回避のため、金利スワップ取引を実施しております。

デリバティブ取引はリスクヘッジを目的とした場合にのみ利用することとしております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　　住宅ローン事業における営業貸付金は主に一時的に保有する住宅ローン債権やつなぎローン債権であ

り、借主の債務不履行によりもたらされる信用リスクに晒されております。融資保険や保証の対象でない

住宅ローン債権から組成された貸付債権信託受益権や長期預け金も証券化対象ローン債権の借主の債務不

履行によりもたらされる一次的な信用リスクに晒されております。リース事業における金融資産は主に国

内法人顧客に対するリース取引等に関わる債権であり、リース料等の最終回収期日までの信用リスクに晒

されております。

　銀行借入金等については、金融市場の環境変化や当社の信用力の変化により、調達コストが上昇する、

又は資金調達できなくなる流動性リスクに晒されています。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　　当社グループの信用リスクとは、「融資先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含

む。）の価値が減少ないし消失し、当社グループが損失を被るリスク」と定義されます。

　　信用リスクの主な管理対象は、一時的に保有する住宅ローン債権やつなぎローン債権により構成される

営業貸付金、住宅ローン債権から組成された貸付債権信託受益権及び長期預け金、リース事業に係るリー

ス投資資産、リース債権です。当該リスク管理の主管部署を財務部門とし、定期的なリスク管理を行って

おります。また、一部の住宅ローン債権やつなぎローン債権については、融資保険を付保することで信用

補完を行っております。

 

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　　当社グループの市場リスクとは、「金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動によ

り、資産・負債（オフバランスを含む）の価値が変動し、損失を被るリスク」と定義されます。

　　市場リスクの主な管理対象は、一時的に保有する住宅ローン債権やつなぎローン債権により構成される

営業貸付金、リース債権、銀行借入金です。住宅ローン債権の保有期間やつなぎローン債権の満期は原則

１年未満であり、市場リスクは限定的ですが、リース債権及び銀行借入金とともに当該リスク管理の主管

部署を財務部門とし、定期的なリスク管理を行っております。

 

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　　当社グループの流動性リスクとは、「当社グループ及び当社の財務内容の悪化等により、必要な資金確

保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリ

スク」と定義されます。

　流動性リスクの主な管理対象は、一時的に保有する住宅ローン債権やつなぎローン債権により構成され

る営業貸付金、銀行借入金です。住宅ローン債権の保有期間やつなぎローン債権の満期は原則１年未満で

あり、流動性リスクは限定的ですが、銀行借入金とともに当該リスク管理の主管部署を財務部門とし、定

期的なリスク管理を行っております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(１) 現金及び預金 13,445,940 13,445,940 －

(２) 売掛金 1,097,399   

　　 貸倒引当金 △1,964   

 1,095,435 1,126,505 31,070

(３) 営業貸付金 31,497,655   

　　 貸倒引当金 △30,839   

 31,466,815 31,553,872 87,056

(４) 貸付債権信託受益権 6,346,228   

　　 貸倒引当金 △882,566   

 5,463,662 6,336,325 872,663

(５) リース投資資産 1,943,693   

　　 貸倒引当金 △787   

 1,942,905 1,948,877 5,971

(６) リース債権 14,472,408   

　　 貸倒引当金 △19,562   

 14,452,846 14,441,983 △10,863

(７) 長期貸付金(*1) 174,918 175,027 108

(８) 役員及び従業員に対する長期貸付金 159,321 159,565 243

(９) 差入保証金 548,778 517,348 △31,430

(10) 長期預け金 3,723,976 3,495,904 △228,072

資産計 72,474,600 73,201,349 726,748

(１) 買掛金 88,064 88,064 －

(２) 流動化負債 1,293,820 1,293,820 －

(３) 短期借入金 25,529,000 25,529,000 －

(４) 未払金 233,772 233,772 －

(５) 未払法人税等 873,073 873,073 －

(６) 預り金 12,312,650 12,312,650 －

(７) 社債 1,000,000 996,733 △3,266

(８) 長期借入金(*2) 16,715,624 16,710,305 △5,318

(９) 長期預り金 15,096 14,160 △935

(10) リース債務(*2) 2,087,977 2,097,532 9,554

負債計 60,149,078 60,149,111 33

 

 (*1) 長期貸付金の中には、１年内返済予定のものが含まれております。

 (*2) 長期借入金及びリース債務の中には、１年内返済予定のものが含まれております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（２）売掛金

　短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。長期間にわたって決済される売掛金については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの

期間及び信用リスクを加味し、同様の新規取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定

しております。

（３）営業貸付金、並びに（４）貸付債権信託受益権

　ファンドごと及び一定の期間ごとに区分し、そのキャッシュ・フローをリスクフリーレートに信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（５）リース投資資産、並びに（６）リース債権

　一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味し、同様の新規リース契

約を締結した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（７）長期貸付金、並びに（８）役員及び従業員に対する長期貸付金

　将来の返還期限を合理的に見積もり、そのキャッシュ・フローをリスクフリーレートに信用リスクを加味した

利率で割引いた現在価値により算定しております。

（９）差入保証金、並びに（10）長期預け金

　将来の返還時期を合理的に見積もり、そのキャッシュ・フローをリスクフリーレートにより割り引いた現在価

値により算定しております。

 

負　債

（1）買掛金、（２）流動化負債、（３）短期借入金、(４)未払金、（５）未払法人税等、並びに（６）預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（７）社債

　元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

（８）長期借入金、並びに（10）リース債務

　これらの元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース契約を締結した場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。

（９）長期預り金

　将来の返還時期を合理的に見積もり、そのキャッシュ・フローをリスクフリーレートにより割り引いた現在価

値により算定しております。
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デリバティブ取引

　　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

 

　　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：千円）
 

区分
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

関係会社株式 49,161

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「２．金融商品の時価等に関

する事項」には含めておりません。

 

　　　　３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 13,445,940 － － －

売掛金 481,811 614,486 1,100 －

営業貸付金 24,709,323 2,638,566 636,611 3,513,153

貸付債権信託受益権 187,208 2,808,745 2,225,248 1,125,026

リース投資資産 1,123,787 811,409 8,497 －

リース債権 4,160,254 10,312,153 － －

長期貸付金 18,041 156,876 － －

役員及び従業員に対する長期貸付金 － 159,321 － －

差入保証金 － － 106,426 －

長期預け金 72,324 － 2,665,997 985,654

合計 44,198,694 17,501,560 5,643,881 5,623,833

（注）差入保証金については、償還予定が確定しているもののみ記載しており、償還期日を明確に把握できないもの

（442,352千円）については、償還予定額には含めておりません。

 

　　　　４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

当連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

流動化負債 1,293,820 － － － － －

短期借入金 25,529,000 － － － － －

社債 － － 1,000,000 － － －

長期借入金 7,216,812 5,970,812 2,168,000 690,000 670,000 －

リース債務 937,463 681,073 218,681 160,968 89,609 181

合計 34,977,095 6,651,885 3,386,681 850,968 759,609 181
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（デリバティブ取引関係）

　　　　１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　　　当連結会計年度（平成26年３月31日）

　　　　　　該当事項はありません。

 

　　　　２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　　　金利関連

　　　　　　当連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（千円）

契約額等のうち

１年超

（千円）

時価

（千円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 6,452,290 3,358,810 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

　　　　　１．採用している退職給付制度の概要

　　　　　　当社グループは、確定拠出型の制度として厚生年金基金制度と確定拠出型年金制度を設けております。

　　　　　　厚生年金基金制度としては関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金制度は

複数事業主による総合設立型であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない

ため、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

　　　　　　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

　　　　　(1) 制度全体の積立状況に関する事項

　　　　　　関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 （平成25年３月31日現在）

年金資産の額 222,956,639千円

年金財政計算上の給付債務の額 206,135,147

差引額 16,821,492

 

　　　　　(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

 （平成25年３月31日現在）

関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金 0.30％

 

　　　　　(3) 補足情報

　　　　　　　上記(1)の差引額の主な要因は次のとおりであります。なお、本制度における過去勤務債務の償却方法

は、期間20年の元利均等償却であります。

　　　　　　関東ＩＴソフトウェア厚生年金基金

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

当年度剰余金 26,903,764千円

繰越不足金 △10,082,271

合計 16,821,492

 

　　　　　上記については連結財務諸表作成日現在において入手可能な直近時点の情報に基づき作成しております。

 

　　　　　２．退職給付費用に関する事項

 

当連結会計年度

（自　平成25年４月１日

　 至　平成26年３月31日）

総合設立型の厚生年金基金への拠出額 25,099千円

確定拠出年金への掛金支払額 12,430

合計 37,530
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（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

１．ストック・オプションの内容

 平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　15名

株式の種類別のストック・オプション

の数(注)
普通株式　47,000株

付与日 平成17年５月30日

権利確定条件

（１）新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社子会社の

取締役、従業員その他これに準ずる地位にあると当社が認めた

ことを要するものとします。ただし、任期満了により取締役を

退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合として当

社の取締役会が認めた場合にはこの限りではありません。

（２）その他の条件は、当社と新株予約権者で締結する「新株予約

権割当契約書」に定められております

対象勤務期間 自　平成17年５月31日　至　平成19年５月25日

権利行使期間 自　平成19年５月26日　至　平成27年５月25日

(注) 株式数に換算して記載しております。

 

２．ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成26年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

　①ストック・オプションの数

 平成17年ストック・オプション

権利確定前　　(株)  

　前連結会計年度末 －

　付与 －

　失効 －

　権利確定 －

　未確定残 －

権利確定後　　(株)  

　前連結会計年度末 47,000

　権利確定 －

　権利行使 －

　失効 47,000

　未行使残 －
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②単価情報

 平成17年ストック・オプション

権利行使価格　(円) 710

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) －

 

付与日における公正な評価単価については、ストック・オプションが会社法施行日前に付与されたものは記載して

おりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）
 

 
 

繰延税金資産（流動）    

　未払事業税 54,576千円  

　未払費用（事業所税） 1,661   

　貸倒引当金損金算入限度額超過額 333,490   

　減価償却費損金算入限度額超過額（リース投資資産） 93,395   

　リース料の回収基準処理による申告調整額 8,598   

　未払費用（その他） 18,329   

　　繰延税金資産（流動）小計 510,052   

　　評価性引当額 －   

　　繰延税金資産（流動）合計 510,052   

    

　繰延税金資産（固定）    

　減価償却費損金算入限度額超過額 103   

　資産除去債務 34,810   

　減損損失 46   

　サービシング損失引当金 8,925   

　リース料の回収基準処理による申告調整額 9,895   

　未払費用（証券化に伴う団体信用保険料） 15,945   

　長期預け金・劣後受益権 86,076   

　　繰延税金資産（固定）小計 155,803   

　　評価性引当額 －   

　　繰延税金資産（固定）合計 155,803   

　繰延税金負債（固定）    

　　資産除去債務に対応する除去費用 29,069   

　　繰延税金負債（固定）合計 29,069   

　繰延税金資産（固定）の純額 126,734   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26

年４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴

い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する連結

会計年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.01%から35.64%になります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は8,476千円減少

し、法人税等調整額が同額増加しております。
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（企業結合等関係）

　　　　　共通支配下の取引等

　　　　　1. 取引の概要

　　　　　　(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　　　　 被取得企業の名称：ＳＢＩリース株式会社

　　　　　　　　 事業の内容：ＩＣＴ分野を中心とした総合リース業及びインターネットによるリース関連見積りサイ

ト等の運営

　　　　　　(2) 企業結合日

　　　　　　　　 平成25年10月１日

　　　　　　(3) 企業結合の法的形式

　　　　　　　　 現金を対価とする株式取得（新規取得）

　　　　　　(4) 結合後企業の名称

　　　　　　　　 名称の変更はございません。

　　　　　　(5) 取引の目的

　　　　　　ＳＢＩリース株式会社は、ＳＢＩグループのリース会社として、ＩＣＴ分野向けのリース取引を中核

サービスとして、現在は主に大手通信キャリアなどの大口顧客向けにリース関連事業を行っておりま

す。一方で、当社はインターネットチャンネルや対面型店舗を活用した全期間固定金利型住宅ローン商

品の販売を中心に、BtoCのビジネス及び不動産会社チャンネルを起点としてBtoBtoCのビジネスを展開

しております。

　　　　　　当社は、同社の子会社化により、当社販売網を活用したリースを中心とするフィナンシャルソリュー

ションの提供が可能になるとともに、当社顧客を対象とした個人向けリース等様々な展開が可能になる

と考え、ＳＢＩホールディングス株式会社から同社の株式を取得いたしました。

 

　　　　　2．実施した会計処理の概要

　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表

分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

本支店事務所（一部の店舗を含む）に係る不動産賃貸借契約に伴う現状回復義務等であります。

 

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から６年～15年と見積り、割引率は0.3％～2.0％を使用して資産除去債務の金額を計

算しております。

 

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

期首残高 85,624千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 85,867

時の経過による調整額 1,209

資産除去債務の履行による減少額 △77,064

その他増減額（△は減少） 2,034

期末残高 97,671
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

　当社グループは事業の形態に応じたセグメントから構成されており、「住宅ローン事業」及び「リース

事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「住宅ローン事業」は、長期固定金利の「フラット３５」をはじめ、変動金利や固定選択型住宅ローン

の貸付、回収及びこれに付帯する各種保険の販売等を行っております。また、「リース事業」は、コン

ピュータ及びソフトウェア、事務用機器、通信機器等のリース事業等を行っております。

 

２．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

なお、資産についてのセグメント情報は、最高意思決定機関が経営の意思決定上当該情報を各セグメント

に配分していないため、開示しておりません。

 

３．報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 住宅ローン事業 リース事業 計

営業収益     

外部顧客への営業収益 12,968,583 2,819,297 15,787,881 15,787,881

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
－ － － －

計 12,968,583 2,819,297 15,787,881 15,787,881

セグメント利益 3,771,720 171,653 3,943,373 3,943,373

その他の項目     

減価償却費 287,461 774 288,235 288,235

のれん償却額 － 42,344 42,344 42,344
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）
 

（単位：千円）
 

利益 当連結会計年度

報告セグメント計 3,943,373

のれんの償却額 △42,344

連結財務諸表の営業利益 3,901,029

 

【関連情報】

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 住宅ローン事業 リース事業 合計

外部顧客への営業収益 12,968,583 2,819,297 15,787,881

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

　　本邦以外の外部顧客への営業収益がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　　本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への営業収益のうち、連結損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がないため、記載

はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

   （単位：千円）

 住宅ローン事業 リース事業 合計

当期償却額 － 42,344 42,344

当期末残高 － 381,100 381,100

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は出
資金
（千円）

事業の内容又
は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

ＳＢＩホー

ルディング

ス株式会社

東京都

港区
81,681,206

株式等の保有

を通じた企業

グループの統

括・運営等

（被所有）

直接51.26

間接5.23

役員の兼任

サービスの

提供

子会社

株式

の取得

4,300,002 － －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引金額については、企業価値に基づき算定した価額をもって交渉の上、決定しております。

　　　３．資本金は、平成26年３月31日現在で記載しております。

 

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容又は
職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員

直海　知之 － － 当社代表取締役 直接0.37 金銭の貸付

金銭の

貸付
－

役員及び

従業員に

対する意

長期貸付

金

51,010

利息の

受取
799 未収利息 799

井上　明大 － － 当社取締役 直接0.43 金銭の貸付

金銭の

貸付
－

役員及び

従業員に

対する長

期貸付金

50,000

利息の

受取
783 未収利息 783

中山田　明 － － 当社取締役 直接0.27 金銭の貸付

金銭の

貸付
－

役員及び

従業員に

対する長

期貸付金

20,000

利息の

受取
313 未収利息 313

円山　法昭 － － － 直接1.44 金銭の貸付

金銭の

貸付
－

長期貸付

金
122,020

利息の

受取
1,911 未収利息 1,911

（注）１．金銭の貸付については、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しており、担保の提供は受けておりませ

ん。

２．円山法昭は、平成26年３月31日で当社役員を退任しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

　ＳＢＩホールディングス株式会社

（東京証券取引所に上場）

 

(2）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 701.24円

１株当たり当期純利益金額 101.66円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 －円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は非上場であるため、記載しておりませ

ん。

　　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成26年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 16,648,212

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 16,648,212

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
23,741,000

 

　　　　３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益金額（千円） 2,413,746

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 2,413,746

期中平均株式数（株） 23,741,000

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率
（％）

担保 償還期限

SBIモーゲージ㈱ 第1回無担保社債
平成年月日

26.3.28
－ 1,000,000 2.2 なし

平成年月日

29.3.28

合計 － － － 1,000,000 － － －

（注）１．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

－ － 1,000,000 － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 18,639,460 25,529,000 1.46 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,400,000 7,216,812 1.33 －

１年以内に返済予定のリース債務 225,689 937,463 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,400,000 9,498,812 1.21 平成27年～31年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 422,773 1,150,513 － 平成27年～32年

合計 22,087,922 44,332,600 － －

（注）１．当連結会計年度が連結初年度にあたるため、当期首残高は個別財務諸表の数値を記載しております。

　　　２．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　３．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

４．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 5,970,812 2,168,000 690,000 670,000

リース債務 681,073 218,681 160,968 89,609

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,288,269 10,847,812

売掛金 288,889 278,893

営業貸付金 ※１ 23,228,893 ※１ 28,369,222

貸付債権信託受益権 6,425,973 6,346,228

貯蔵品 12,113 3,319

前払費用 91,172 283,407

未収収益 907,300 2,496,616

繰延税金資産 407,730 395,752

1年内回収予定の長期貸付金 11,687 18,041

その他 35,905 104,666

貸倒引当金 △931,060 △909,540

流動資産合計 38,766,875 48,234,420

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 1,475 565

減価償却累計額 △174 △217

建物附属設備（純額） 1,300 348

工具、器具及び備品 6,536 7,232

減価償却累計額 △2,387 △4,131

工具、器具及び備品（純額） 4,148 3,101

リース資産 800,854 809,095

減価償却累計額 △400,411 △399,111

リース資産（純額） 400,442 409,983

有形固定資産合計 405,891 413,433

無形固定資産   

ソフトウエア 180,907 763,697

リース資産 249,974 427,808

その他 348 348

無形固定資産合計 431,230 1,191,854

投資その他の資産   

関係会社株式 49,161 4,349,163

長期貸付金 47,854 156,876

役員及び従業員に対する長期貸付金 350,735 159,321

長期前払費用 958 286

差入保証金 426,061 548,778

長期預け金 ※２,※４ 2,613,833 ※２,※４ 3,723,976

繰延税金資産 135,612 116,795

投資その他の資産合計 3,624,216 9,055,198

固定資産合計 4,461,337 10,660,485

資産合計 43,228,213 58,894,905
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 24,394 30,966

流動化負債 － 1,293,820

短期借入金 ※２,※３ 18,639,460 ※２,※３ 21,869,000

1年内返済予定の長期借入金 1,400,000 1,833,332

リース債務 225,689 296,824

未払金 252,672 225,984

未払費用 629,791 610,314

未払法人税等 805,017 833,493

預り金 4,167,021 11,465,407

その他 123,245 119,680

流動負債合計 26,267,291 38,578,823

固定負債   

社債 － 1,000,000

長期借入金 1,400,000 2,050,002

長期預り金 22,398 20,720

リース債務 422,773 536,842

資産除去債務 85,624 95,636

サービシング損失引当金 35,947 25,044

固定負債合計 1,966,743 3,728,245

負債合計 28,234,035 42,307,069

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,556,609 4,556,609

資本剰余金   

資本準備金 3,556,609 3,556,609

資本剰余金合計 3,556,609 3,556,609

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 6,880,959 8,474,617

利益剰余金合計 6,880,959 8,474,617

株主資本合計 14,994,178 16,587,836

純資産合計 14,994,178 16,587,836

負債純資産合計 43,228,213 58,894,905
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業収益   

オリジネーション・フィー売上 8,673,827 8,253,724

サービシング・フィー売上 734,476 872,608

団体信用保険売上 358,794 328,316

手数料収入 418,279 403,910

貸付金利息収入 997,868 1,003,885

受取配当金 173,947 85,386

証券化譲渡益 179,002 559,602

サービシングアセット収益 249,714 1,163,333

その他 227,114 297,816

営業収益合計 12,013,024 12,968,583

営業費用   

金融費用等   

借入金利息 282,794 311,087

債権譲渡手数料 350,382 274,721

コミットメント費用 154,046 95,197

証券化費用 37,916 22,058

保険原価 423,693 569,169

その他 15,743 1,432

金融費用等合計 1,264,575 1,273,665

販売費及び一般管理費 ※１ 7,401,302 ※１ 7,923,197

営業費用合計 8,665,878 9,196,862

営業利益 3,347,146 3,771,720

営業外収益   

受取利息 10,747 8,838

為替差益 － 31

受取手数料 61,793 －

受取賃貸料 72,440 78,033

物品売却益 20,612 16,756

雑収入 6,351 9,729

営業外収益合計 171,946 113,389

営業外費用   

支払利息 21,190 18,019

為替差損 59,778 －

上場関連費用 133,464 －

減価償却費 46,025 37,065

社債発行費 － 9,468

雑損失 964 3,845

営業外費用合計 261,424 68,399

経常利益 3,257,667 3,816,710

特別利益   

有形固定資産売却益 ※２ 672 －

特別利益合計 672 －

特別損失   

有形固定資産売却損 ※３ 3,306 ※３ 4,502

リース解約損 3,346 －

特別損失合計 6,653 4,502

税引前当期純利益 3,251,687 3,812,207

法人税、住民税及び事業税 1,337,288 1,428,042

法人税等調整額 △80,755 30,795

法人税等合計 1,256,533 1,458,837

当期純利益 1,995,154 2,353,370
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 3,603,250 2,603,250 2,603,250 5,678,755 5,678,755 11,885,255 11,885,255

当期変動額        

新株の発行 953,359 953,359 953,359   1,906,718 1,906,718

剰余金の配当    △792,949 △792,949 △792,949 △792,949

当期純利益    1,995,154 1,995,154 1,995,154 1,995,154

当期変動額合計 953,359 953,359 953,359 1,202,204 1,202,204 3,108,922 3,108,922

当期末残高 4,556,609 3,556,609 3,556,609 6,880,959 6,880,959 14,994,178 14,994,178

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 4,556,609 3,556,609 3,556,609 6,880,959 6,880,959 14,994,178 14,994,178

当期変動額        

剰余金の配当    △759,712 △759,712 △759,712 △759,712

当期純利益    2,353,370 2,353,370 2,353,370 2,353,370

当期変動額合計 － － － 1,593,658 1,593,658 1,593,658 1,593,658

当期末残高 4,556,609 3,556,609 3,556,609 8,474,617 8,474,617 16,587,836 16,587,836
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品

先入先出法による原価法を採用しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備 　　10年

工具、器具及び備品 ５～10年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　　なお自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を個別に設定する定額法を採用しております。

 

(4）長期前払費用

　定額法によっております。

 

４．繰延資産の処理方法

(1）株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

(2）社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建預金は決算時の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）サービシング損失引当金

　　サービシング業務において、将来の手数料収入が関連コストを下回ることが予想される取引におい

て、将来の損失額を合理的に見積り、かかる損失見込額を計上しております。

 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　　　　消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

　　　　１.　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、

財務諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　　　　　　 また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項

の注記に変更しております。

 

　　　　２.　以下の事項について、記載を省略しております。

　　　・財務諸表等規則第26条の２に定める減損損失累計額が減価償却累計額に含まれている場合の注記につい

ては、同条第５項により、記載を省略しております。

　　　・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略して

おります。

　　　・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省

略しております。

　　　・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を

省略しております。

　　　・財務諸表等規則第68条の４に定める1株当たり純資産金額に関する注記については、同条第３項により、

記載を省略しております。

　　　・財務諸表等規則第95条の５の２に定める1株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項

により、記載を省略しております。

　　　・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後1株当たり当期純損益金額に関する注記について

は、同条第４項により、記載を省略しております。

　　　・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省

略しております。

　　　・財務諸表等規則第121条第１項第３号に定める社債明細表については、同条第４項により、記載を省略し

ております。

　　　・財務諸表等規則第121条第１項第４号に定める借入金明細表については、同条第４項により、記載を省略

しております。

　　　・財務諸表等規則第121条第１項第６号に定める資産除去債務明細表については、同条第４項により、記載

を省略しております。

 

　　　　（損益計算書関係）

　　　　 １．前事業年度において、「営業収益」の「その他」に含めていた「サービシングアセット収益」は、金額の

重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　　　　 この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業収益」の「その他」に表示していた249,714千円は、

「サービシングアセット収益」として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　営業貸付金の方法別残高

　前事業年度及び当事業年度において、営業貸付金は全て証書貸付によるものであります。

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供されている資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

長期預け金 1,293,655千円 2,552,552千円

 

　担保に係る債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

短期借入金 969,000千円 1,542,000千円

 

※３　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、前事業年度は取引銀行９行との当座貸越契約及び取引銀行

16行から成るシンジケート団とのコミットメントライン契約を、当事業年度は取引銀行12行との当座貸越

契約を締結しております。これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

46,970,000千円 24,800,000千円

借入実行残高 13,555,010 17,159,000

差引額 33,414,990 7,641,000

 

※４　長期預け金の主な内容は、証券化取引に伴う現金準備金であります。
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（損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

従業員給与 930,699千円 926,041千円

退職給付費用 35,517 36,418

業務委託費 4,246,266 4,579,565

システム利用料 302,710 361,258

減価償却費 199,612 250,395

サービシング損失引当金繰入額 △15,441 △10,903

貸倒引当金繰入額 153,969 △7,885

 

販売費と一般管理費のおおよその割合   

販売費 80.9％ 81.0％

一般管理費 19.1％ 19.0％

 

※２　有形固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物附属設備 672千円 －千円

 

※３　有形固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物附属設備 3,306千円 4,502千円

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式4,349,163千円、前事業年度の貸借対照表計上額

は関係会社株式49,161千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記

載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 56,776千円 52,095千円

未払費用（事業所税） 1,580 1,626

貸倒引当損金算入限度額超過額 331,829 324,160

未払費用（その他） 17,544 17,869

繰延税金資産（流動）小計 407,730 395,752

評価性引当額 － －

繰延税金資産（流動）合計 407,730 395,752

   

繰延税金資産（固定）   

減価償却費損金算入限度超過額 197 103

資産除去債務 30,516 34,084

減損損失 60 46

サービシング損失引当金 12,957 8,925

未払費用（証券化に伴う団体信用保険料） 20,147 15,945

長期預け金・劣後受益権 86,076 86,076

繰延税金資産（固定）小計 149,955 145,182

評価性引当額 － －

繰延税金資産（固定）合計 149,955 145,182

繰延税金負債（固定）   

資産除去債務に対応する除去費用 14,342 28,387

繰延税金負債合計 14,342 28,387

繰延税金資産（固定）の純額 135,612 116,795

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26

年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に

解消が見込まれる一時差異については従来の38.01%から35.64%になります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は4,767千円減少

し、法人税等調整額が同額増加しております。

 

（企業結合等関係）

　連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま

す。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

有形固定資産       

建物附属設備 1,300 360 1,270 42 348 217

工具、器具及び備品 4,148 696 － 1,743 3,101 4,131

リース資産 400,442 213,618 88,263 115,814 409,983 399,111

有形固定資産計 405,891 214,675 89,533 117,600 413,433 403,460

無形固定資産       

ソフトウエア 180,907 930,485 281,909 65,785 763,697 418,638

リース資産 249,974 281,909 － 104,075 427,808 171,337

その他 348 － － － 348 824

無形固定資産計 431,230 1,212,394 281,909 169,861 1,191,854 590,800

（注）１．有形固定資産の当期増加額の主なものは、六本木オフィスの移転による新規取得で、その価額は150,464千

円であります。

２．有形固定資産の当期減少額の主なものは、六本木オフィスの移転及び九段下オフィス退出に係るリース解約

で、その価額はそれぞれ26,086千円、9,277千円であります。

３．無形固定資産の当期増加額の主なものは、業務系システム関連のソフトウエアに係る設備投資で、その価額

は829,630千円であります。

４．無形固定資産におけるソフトウェアの減少額のうち、281,909千円はリース契約に伴うリース資産への振替

によるものであります。

５．無形固定資産におけるリース資産の増加額281,909千円は、リース契約に伴うソフトウェアからの振替によ

るものであります。

６．「減価償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 931,060 909,540 13,634 917,425 909,540

サービシング損失引当金 35,947 25,044 － 35,947 25,044

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入れであります。

２．サービシング損失引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入れであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券、1,000,000株

券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都江東区佐賀一丁目17番７号　みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

取次所 みずほ信託銀行株式会社　全国支店等

名義書換手数料 なし（注）２

新株交付手数料 なし（注）２

単元未満株式の買取り －

公告掲載方法

電子公告とする。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

（公告掲載URL：http://www.sbim.jp/）

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．会社法上の株式の取扱いについてのみ記載しております。

２．実費のみ負担いただきます。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成２６年６月２７日
 

ＳＢＩモーゲージ株式会社
 

 取 　締 　役 　会 　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　崎　雅　則　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　山　一　郎　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＳＢＩモーゲージ株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＳＢ

Ｉモーゲージ株式会社及び連結子会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  
 

 平成２６年６月２７日
 

ＳＢＩモーゲージ株式会社
 

 取 　締 　役 　会 　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　崎　雅　則　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　山　一　郎　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＳＢＩモーゲージ株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第１４期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＳＢＩ

モーゲージ株式会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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